
 
 

 

消費者委員会の建議・提言等の概要と主な成果 

2013 年 8月 27 日現在  

１．建議（13 件） 

№ 建議 建議の概要 主な成果 

1 「自動車リコール制度に

関する建議」 

（2010 年 8月 27日） 

 

【提出先】 

・国土交通大臣 

・内閣府特命担当大臣（消

費者） 

①リコールの端緒となるユーザー

からの事故・不具合情報の収集お

よび公表制度の抜本的な改善

（「自動車不具合情報ホットライ

ン」の消費者への周知、メーカー

への事故・不具合情報の事実確認

の適時の実施および公表など） 

②事故情報データバンクの運用の

改善（国土交通省の保有する事

故・不具合情報等について新たに

掲載等） 

③事故・不具合情報やリコールに対

する分析・検証の改善（再リコー

ル事案については適切かつ効果

的な技術検証を実施、メーカーに

対する監査方針の見直し） 

④リコールの迅速な届出の促進、リ

コール情報の効果的な周知、リコ

ール関連制度の一層の周知・あり

方の見直し 

 

【国土交通省】 

○自動車団体13団体等のホームペ

ージにリンクを設置したり、自動

車検査証の裏面に紹介を掲載した

りするなど、「自動車不具合情報ホ

ットライン」の周知を実施。 

○ユーザーからの不具合情報の収

集や調査分析体制を強化するた

め、「不具合情報調査推進室」を新

設するとともに、交通安全環境研

究所の技術検証体制を強化。 

○再リコール案件について、必ず

技術検証をかけることをルール

化。 

○リコールの実施の最終決定から

国土交通省に届け出るまでの期間

に係る基準日を設定して、関係規

定を改正。 

○再リコール事案については技術

検証を積極的に活用するととも

に、自動車メーカー等に対して、

リコール対象車両特定のための管

理体制等についての指導・確認を

監査の際に実施。 

【消費者庁】 

○国土交通省が保有する自動車に

係る事故・火災情報を、事故情報

データバンクに反映。 

2 「有料老人ホームの前払

金に係る契約の問題に関

する建議」 

（2010 年 12月 17日） 

 

【提出先】 

・厚生労働大臣 

①短期解約特例制度（いわゆる 90

日ルール）についての法制化・明

確化 

②前払金の保全措置の徹底（直罰規

定の導入、都道府県に対する効果

的な指導等の要請） 

③その他規定の明確化等（指導指針

の規定の実効性の確保・明確化、

消費者が情報入手・相談できる公

的な仕組みの整備） 

○老人福祉法において、有料老人

ホームの短期解約特例制度を導入

する内容の改正法案が成立（2012

年 4 月施行）。 

○各都道府県担当部局長あてに、

短期解約特例の未導入・前払金保

全義務の不履行の問題について、

報告徴収等による実態把握、改善

命令を視野に入れた指導徹底を求

める内容の通知を発出（2011 年 1

月）。 

3 「地方消費者行政の活性

化に向けた対応策につい

ての建議」 

（2011 年 4月 15日） 

 

①「地方消費者行政活性化基金」や

「住民生活に光をそそぐ交付金」

等、国による地方に対するこれま

での支援策に係る検証・評価 

②広域連携に対する国による支援

○第 64 回委員会（2011 年 8 月 5

日）において、“集中育成・強化期

間”後の地方消費者行政の充実・

強化に向けた取組みの工程表を提

示。 

資料２－５－０ 
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№ 建議 建議の概要 主な成果 

【提出先】 

・内閣府特命担当大臣（消

費者） 

・総務大臣 

策の実施による相談ネットワー

クの充実 

③ＰＩＯ－ＮＥＴの入力費用に対

する国の一定の負担の検討 

④地方における法執行体制の強化 

 

○「地方消費者行政活性化基金」

の増額を 2012 年度当初予算とし

て計上。 

○「集中育成･強化期間」後の地方

消費者行政の充実･強化に向けた

「消費者庁の取組」と「自治体へ

の期待（提言）」をまとめた「地方

消費者行政の充実・強化のための

指針」を策定。 

4 「マンションの悪質な勧

誘の問題に関する建議」 

（2011 年 5月 13日） 

 

【提出先】 

・国土交通大臣 

・内閣府特命担当大臣（消

費者） 

①都道府県の宅建業法所管部局が

悪質な勧誘を行う事業者の情報

を的確に把握できるような体制

の整備 

②特商法に基づき行う処分実施に

係る資料の消費者庁からの提供

と、国交省による、資料に基づく

指導監督の実施方法等の整理、地

方整備局等及び都道府県による

調査・処分の厳正化の要請 

③規則の実効性確保を図る観点か

ら、(i)再勧誘の禁止、(ii)長時

間・夜間勧誘等の禁止、(iii)威

迫行為に対する罰則強化、(iv)

勧誘時における販売目的・業者名

の告知、(v)クーリングオフの適

用除外等について、規定の明確

化、法制化等について検討 

 

○国土交通省の各地方整備局等の

宅建業法所管部局に対し、悪質な

勧誘事案について厳正な対処を要

請する文書を発出。併せて都道府

県に対しても協力要請（2011 年 5

月）。 

○PIO－NET に登録されている相談

情報から、特定のできる宅建業者

に係る情報を整理した上で、該当

する地方整備局等及び都道府県に

提供し、地方整備局等に対して事

実関係の確認等を行うよう指示

（2011 年 7 月）。 

○宅建業法所管部局が宅建業者等

に対して、悪質な勧誘に係る行政

処分、行政指導等を行った場合の

情報共有について通知（2011 年 7

月）。 

○消費者庁が主催する特商法に関

する「平成 23年度消費者庁所管法

令執行担当者研修（専門研修）」へ

国土交通省担当者が参加した上

で、宅建業法に基づく立入検査等、

指導監督の実施方法等の整理につ

いて検討（2011 年 6 月・9月） 

○宅建業法施行規則における勧誘

に係る禁止行為規定を改正（2011

年 10 月施行）。 

5 「消費者安全行政の抜本

的強化に向けた対応策に

ついての建議」 

（2011 年 7月 22日） 

 

 

【提出先】 

・内閣府特命担当大臣（消

費者） 

・総務大臣 

・文部科学大臣 

・厚生労働大臣 

①重大事故等の情報の収集強化・収

集範囲拡大 

②緊急を要する事故情報の公表 

③事故発生後の効果的な注意喚起

等による回収策・被害拡大防止の

強化 

④誤使用・非重大事故情報に係る収

集・分析・活用 

⑤各事故情報の収集・分析・活用を

強化するための体制強化 

 

○消費者庁において、2011 年 11 月

に「入手情報点検チーム」を設置

し、情報の適切な処理とそれに基

づく対応に努めている。 

○消費者安全法に基づく重大事故

等の消防庁から消費者庁への通知

について、消防庁と消費者庁とで

協議を行い、2011 年２月から、通

知する対象を、消防機関が製品起

因であると判断したものだけでな

く、製品起因が疑われるものにも

拡大して運用。 

○緊急を要する事故情報の公表と

190



 
 

№ 建議 建議の概要 主な成果 

して、2011 年 8月 9日に、こんに

ゃく入りゼリーが原因として疑わ

れた窒息事故（※）、同 8 月 12 日

にエア遊具による事故について、緊

急の注意喚起がなされており、迅速

な公表の姿勢が見られる。 

（※）後日、こんにゃく入りゼリー

が原因ではなかった事故として追

加公表済み。 

6 「住宅リフォームに関す

る消費者問題への取組に

ついての建議」 

（2011 年 8月 26日） 

 

【提出先】 

・国土交通大臣 

①消費者からの相談に一元的なネ

ットワークにより対応できる仕

組みの構築 

②地方自治体との連携による取組

の充実（リフォーム瑕疵保険制

度、住宅リフォームに関する参考

情報、クーリングオフに関する情

報の周知・支援等） 

③消費者支援制度の認知度を高め

るための取組（固定資産税・都市

計画税の納税通知書の封筒に記

載等） 

④これまでの取組状況についての

検証等の実施 

○地方自治体の住宅リフォーム相

談窓口担当者、消費生活センター

相談員等に対する講習会を全国

15 箇所で開催。その際、特商法に

基づくクーリングオフ制度、不実

告知等への対応等についてポイン

トをまとめた資料を作成し、配

布・説明（2011 年 12 月）。 

○リフォームに係る消費者支援制

度についてとりまとめた「住宅リ

フォーム支援制度ガイドブック」

について、見直しを行い、HP へ掲

載するとともに、各地方自治体の

相談窓口に配付。 

○リフォーム瑕疵保険制度等の消

費者支援制度について直接消費者

に周知するため、消費者向けのイ

ベントを全国 53 箇所で開催（2011

年 10 月～2012 年 3月）。 

○復興支援・住宅エコポイント制

度のポイント発行対象にリフォー

ム瑕疵保険への加入が追加された

ことから、全国 13箇所で開催した

復興支援・住宅エコポイント制度

説明会において、リフォーム瑕疵

保険制度の紹介等を実施（2011 年

12 月）。 

○住宅瑕疵担保責任保険への加入

がなされた住宅（約 34 万件）取得

者を対象に、住宅リフォーム・紛

争処理支援センターが実施する相

談業務やリフォームに係る消費者

支援制度の概要を記載したダイレ

クトメールと、「住まいるダイヤ

ル」のロゴ及びナビダイヤルを記

載したクラックスケールを発送。 

 

7 「エステ・美容医療サービ

スに関する消費者問題に

ついての建議」 

（2011 年 12月 21日） 

①健康被害等に関する情報の提供

と的確な対応 

②エステ等を利用する消費者の安

全確保のための措置 

【厚生労働省】 

○都道府県等に対し、①医師法違

反者に対する行政指導、警察への

情報提供等を行うこと、②医師法
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№ 建議 建議の概要 主な成果 

 

【提出先】 

・厚生労働大臣 

・内閣府特命担当大臣（消

費者） 

③不適切な表示（広告）の取締りの

徹底 

④美容医療サービスを利用する消

費者への説明責任の徹底 

第 17条に係る疑義が生じた場合、

医政局医事課宛てに照会するこ

と、③消費者行政部局から情報提

供があった場合には、適切な対応

を行うこと等を求める内容の通知

を発出（2012 年 3月） 

○「医療情報の提供のあり方等に

関する検討会」報告書（2012 年 3

月 6 日取りまとめ）において示さ

れた方針に従い、医療機関のホー

ムページの取扱いに関するガイド

ラインを作成（2012 年 9 月 28 日

公表） 

 

【消費者庁】 

○都道府県等（消費者行政担当部

局）に対し、消費者からエステ・

美容医療サービスに関連して、健

康被害に係る情報や施設の衛生管

理等に問題があることが推測され

る情報を得た場合には、①衛生主

管部局（保健所、医療安全支援セ

ンターを含む。）への情報提供、②

消費者に対する衛生主管部局の相

談窓口の紹介など、適切な対応を

求める内容の通知を発出（2012 年

3 月） 

8 「公共料金問題について

の建議」 

（2012 年 2月 28日） 

 

【提出先】 

・内閣府特命担当大臣（消

費者） 

・経済産業大臣 

・国土交通大臣 

 

①公共料金の決定過程の透明性及

び消費者参画の機会を確保する

観点から、ア）所管省庁における

情報提供の実施状況についての

フォローアップの実施、イ）審議

会の委員が消費者の権利・利益を

十分代弁し得る人材が登用され

ているかという視点からの確認、

ウ）物価担当官会議申合せに基づ

く所管省庁との協議の的確な実

施、エ）課題の検討（消費者の視

点からチェックするための第三

者機関設置の必要性、デフレ時代

に見合った料金水準への「値下

げ」を求めることができる仕組み

のあり方、原価の査定が厳正に行

われるような仕組みのあり方等） 

②鉄道運賃等の決定過程の透明性

及び消費者参画の機会を確保す

る観点から、ア） 鉄軌道の情報

提供ガイドラインの見直し、イ）

加算運賃に関する情報について

の確認と適切な情報提供の実施、

【消費者庁】 

○「消費者基本計画」の一部改定

（2012 年 7 月 20 日閣議決定）で、

公共料金への取組を強化すること

とされたことを受け、消費者委員

会及び所管省庁と連携し、基本計

画の実施の一環として、所管省庁

における公共料金に係る情報提供

の実施状況のフォローアップを行

う。 

○「平成 23 年度消費者団体名簿」

を各省庁に配付。各省庁が消費者

団体から委員等を募集する必要が

ある場合には、消費者庁が運用す

る消費者団体と消費者庁の情報・

意見交換システムを活用して協力

することとし、その旨の事務連絡

を各省庁に送付。 

○東京電力による電気料金の値上

げ認可申請の対応で、経済産業省

に要請し、消費者の参画、公聴会

開催、情報提供等の料金決定プロ

セスの改善が図られた。今後も公
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№ 建議 建議の概要 主な成果 

ウ）運輸審議会における審議経過

を消費者に伝えるために提供す

べき情報（議事録、審議資料、公

聴会での意見の反映状況、審議会

への諮問を必要としないと判断

した理由等）の拡大について検

討、エ）消費者の権利・利益を十

分代弁し得るという観点から、運

輸審議会の委員を選任すること、

及び運輸審議会一般規則に定め

る「利害関係人」について、日常

的にその交通機関を利用する消

費者（利用者）を含めることにつ

いて検討 

③電気料金の決定過程の透明性等

を確保する観点から、「電気料金

制度・運用の見直しに係る有識者

会議」における議論の結果等を踏

まえた情報提供の実施と電気事

業法第 23 条に基づく変更命令

（値下げ）が確実に行えるよう法

令等の見直しについて検討 

共料金に関する研究会の提言を踏

まえ、適切に協議を実施。 

○公共料金等専門調査会の調査審

議に協力し、公共料金を効率的か

つ効果的に検証する。公共料金に

関する研究会の提言を踏まえ、消

費者委員会及び所管省庁と連携

し、基本計画の実施の一環として

各課題の検討に取り組んでいく。 

 

【国土交通省】 

○運賃改定における透明性の向上

や利用者等の監視による効率化の

促進をより一層図るため、「鉄軌道

事業の情報提供ガイドライン」を

見直し、情報提供の時期を一層詳

細に区分。同見直しについて、各

地方運輸局等の所管部局へ文書を

発出し、鉄軌道事業者に対する周

知・指導を要請。 

○加算運賃を継続する必要性など

について更なる情報提供の充実を

図るよう、各地方運輸局等の所管

部局へ文書を発出し、鉄軌道事業

者に対する周知・指導を要請。 

○運輸審議会の審議過程について

は、議事概要、情報公開法に規定

する不開示情報を除いた配布資料

をＨＰに公表。また、公聴会や参

考人意見聴取を行った事案につい

ては、答申の際提起された意見の

取扱いについて HPで公表。 

○説明聴取事案の認定について、

プロセスの透明化を図るため、判

断理由を含む議事概要をＨＰで公

表。 

 

【経済産業省】 

○東京電力による電気料金の値上

げ申請に際し、決定過程の透明性

等を確保する観点から、次のとお

り情報公開を実施。 

 -「電気料金審査専門委員会」を

設置し、委員会及び資料は原則

公開により開催。 

 -電気事業法に基づく公聴会を 2

回開催。 

 -インターネットを通じた「国民

の声」の募集を実施（2,336 件

の意見が寄せられた）。 

 -公聴会及び「国民の声」で寄せ
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№ 建議 建議の概要 主な成果 

られた意見に対し、経済産業省

としての見解をホームページに

おいて公表。 

○従来自由化部門が赤字の場合の

み公表していた自由化部門及び規

制部門の部門別収支について、常

に公表するよう変更。 

○東京電力を除く各電力会社につ

いて、2012 年中に原価算定期間終

了後の事後評価を実施。法第 23

条に基づく変更命令の発動の要否

について判断ができるよう、基準

について現在検討中。（※）経済産

業省では、後日、「電気事業法に基

づく経済産業大臣の処分に係る審

査基準等」の一部を改正し、法第 23

条第１項に規定する変更命令の客

観的な基準を規定した。 

9 「地方消費者行政の持続

的な展開とさらなる充

実・強化に向けた支援策に

ついての建議」 

（2012 年 7月 24日） 

 

【提出先】 

・内閣府特命担当大臣（消

費者） 

・総務大臣 

 

（主な建議事項） 

①地方に対する新たな支援策を策

定する前提として、国によるこれ

までの支援策について、より詳細

な検証・評価を早急に行い、その

結果を公表すること 

②活性化基金で新設・増設した相談

体制を維持するため、自主財源確

保が困難な自治体が行う基礎的

な取組を下支えするための財政

支援を確実に行い、当面の間継続

すること 

③自治体が主に国の政策的要請に

基づいて行っている業務に係る

負担の実態を把握した上で、その

業務の遂行に要する財源をより

確実に消費者行政担当部局へ配

分するために必要な国からの財

政負担の在り方について、国庫負

担金や補助金等を含めて幅広く

検討を行い、必要な措置を講じる

こと 

④消費生活相談員の雇止めの抑止

に向けて、一律に任用回数の制限

を設けることは適切でないこと

について、自治体への周知を徹底

すること。また、消費生活相談員

が「任期付短時間勤務職員制度」

の対象となり得ることを明確化

するとともに、より柔軟な専門職

任用制度の在り方について検討

を深めること 

【消費者庁】 

○2012 年度補正予算において基金

を 2012 年度末まで延長可能とし、

60.2 億円を上積み。 

○「地方消費者行政に対する国の

財政措置の活用期間に関する一般

準則」（2013 年２月 27日付け消地

協第 25 号）を、消費者庁長官通知

として制定し、基金等の個別事業

ごとの活用期間に関するルールを

策定。 

○各自治体において、消費生活相

談員を再度任用する回数に関して

一律に制限を設けることなく、そ

の専門性に配慮した任用を行うよ

う、消費者庁長官名で自治体の首

長宛てに通知を発出。 

○国民生活センターと連携して基

礎的な消費生活相談対応マニュア

ルを公益社団法人全国消費生活相

談員協会に委託し、作成。 

 

【総務省、消費者庁】 

○消費生活相談員の任用に関し、

①実態として非常勤職員の行う業

務の中にも恒常的な業務があるこ

と、②任期ごとに客観的な実証を

行った結果として、同じ者を再度

任用することは排除されないこ

と、について総務省と消費者庁と

の間で認識を共有。 
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⑤消費者行政担当職員・消費生活相

談員のレベルアップを図るため、

現場のニーズを踏まえた多様な

研修機会・プログラムを提供する

こと。また、研修を補完するため

の一方策として、国レベルで「基

本マニュアル」や「相談事例集」

等を体系的に整備・更新し、自治

体に提供すること 

⑥消費者教育推進法の国会審議等

の動きを踏まえ、消費者教育・啓

発に係る自治体の取組に対する

支援を強化すること 

10 「「健康食品」の表示等の

在り方に関する建議」 

（2013 年 1 月 29 日） 

 

【提出先】 

・内閣府特命担当大臣（消

費者） 

・厚生労働大臣 

 

①健康食品の表示・広告の適正化に

向けた取組の強化（(ⅰ)健康食品

の虚偽・誇大な表示・広告のガイ

ドライン等を平易で明快なもの

に大幅に改善、(ⅱ)市民力を活用

し、消費者からの申出や消費者が

モニタリング等を行う仕組みを

充実、(ⅲ)関係法令の担当部局が

国・地方レベルで連携し、厳格に

法執行、(ⅳ)健康増進法への差止

請求権導入の要否を検討、(ⅴ)

適格消費者団体による差止請求

が低調であるとの指摘について、

その原因を検証し、所要の措置を

実施、(ⅵ)不実証広告規制や措置

命令の権限の都道府県へ付与を

検討） 

②健康食品の安全性に関する取組

の推進（(ⅰ)類似の被害情報を統

一的な基準で効率的に収集・解析

する手法の研究及び当該研究の

成果等を踏まえ、流通規制・表示

規制を含む所要の措置を実施、 

(ⅱ)医師、薬剤師等が、患者より

健康食品の利用状況を聴取し、適

切な利用について注意喚起等の

取組を行うよう、関係機関へ協力

要請、(ⅲ)適正製造規範（GMP）・

原材料安全性に係る第三者認証

制度の整備・普及促進等を通じ

て、事業者によるそれらのガイド

ライン活用を促進。また、消費者

に認証制度について啓発） 

③健康食品の機能性の表示に関す

る検討（(ⅰ)海外の事例等を参考

としつつ、栄養機能食品として新

たに認めるべき栄養成分を検討、

【消費者庁】 

○いわゆる健康食品の健康保持増

進効果等を標ぼうする表示につい

ての 2009 年から 2012 年までの公

表・指導事例等を全て収集・分析

の上、過去の違反・指導事例等を

示すとともに、絵図等を用いるな

どして明確にした、景品表示法及

び健康増進法に係る統一的な留意

事項を 2013 年中に取りまとめ、公

表する予定。 

○食品表示対策室を設置（2013 年

７月１日付け）し、健康増進法、

食品衛生法、景品表示法等の食品

表示に係る執行を一元的に行う体

制を整備した。同室を中心に厳正

な法執行に努めるとともに、厚生

労働省との連絡会議を通じて、担

当部局間の緊密な連携を図るほ

か、都道府県における法執行等を

促進するための支援を行う。 

○適格消費者団体による差止請求

権の利用実態を把握するためのア

ンケートを実施。実績低調の要因

を検証し、結果を 2013 年９月中に

取りまとめ、必要な措置等の検討

を行い、2013 年中に一定の結論を

得る。健康増進法に景品表示法第

10 条類似の規定を導入すること

の要否については、上記結論を踏

まえ、検討を進める。 

○新たに追加すべき栄養成分の有

無については、2015 年版「日本

人の食事摂取基準」（改定作業中）

に基づいて検討する予定。 

○「特定保健用食品の審査基準の検

討事業」（2012 年度）の報告書を
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(ⅱ)特定保健用食品に係る審査

基準の作成を検討及び一定の審

査内容の開示を検討） 

④健康食品の特性等に関する消費

者理解の促進（健康食品の特性や

それらの適切な利用方法、機能性

表示の意味等についての積極的

な啓発） 

もとに、有効性に関する試験デザ

インや必要な資料等を明確化し

た改正通知案を 2013 年度中に作

成予定。 

○健康食品と医薬品との飲み合わ

せ、小児や高齢者等における利用

等、消費者理解の促進となるよう

リスクコミュニケーションの開催

等を予定。 

【厚生労働省】 

○2012 年度から３年計画で「いわ

ゆる健康食品による健康被害情報

の因果関係解析法と報告手法に関

する調査研究」を実施。研究成果

を踏まえ、健康被害情報を収集、

解析する仕組み等を検討予定。 

○都道府県や関係団体に対し、診

療時や医薬品の販売又は授与の際

に、患者等に対して必要な注意喚

起を行うこと等を要請する文書を

発出。医師、薬剤師等に対する健

康食品に関する情報提供を目的と

したパンフレットを改訂、再配布。 

○2013 年度中を目途に、「健康食品

認証制度協議会」が製造工程管理

の安全性の確保（GMP）に関する認

証機関を指定する予定。これらの

第三者認証制度の整備・普及を通

じ、GMP ガイドライン等の活用促

進を図る。 

○2013 年４月に健康食品の特性や

適切な利用方法に関するパンフレ

ットを改訂、再配布したほか、広

報誌に「健康食品の知識と注意点」

を特集するなどして、消費者に対

する普及啓発を促進。 

11 「消費者事故未然防止の

ための情報周知徹底に向

けた対応策についての建

議」 

（2013 年 2 月 12 日） 

 

【提出先】 

・内閣府特命担当大臣（消

費者） 

・経済産業大臣 

  

①事故情報が通知、収集される行政

機関を通じたルートについて、情

報発信のルートとしても活用で

きるよう、双方向の流れとする体

制を整備し、広く多様なルートを

活用するための検討を行うこと。 

②関係各省庁が独自に持っている

情報提供のツールや媒体の把握

に努め、消費者の属性に応じて、

そのツールに伝えるべき情報の

掲載や紹介を積極的に求めるこ

と。また、消費者庁からの協力要

請に積極的に対応すること。 

③消費生活センターを、安全に係る

【消費者庁】 

○地方自治体の消費者行政部署に

対し、事故事案に応じた関係団体

等へ情報展開するよう要請。 

○各省庁が独自に持っている情報

発信のルートを通じた情報提供の

連携を強化。（例えば、子ども向け

歯みがき中の事故防止のポスター

を保健所、幼稚園などに掲示の依

頼を実施。介護ベッドに関する事

故防止注意喚起について厚生労働

省を通じて福祉用具貸与事業者等

へ周知を実施。） 

○消費生活センターを情報提供の
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情報伝達を扱う情報提供の拠点

とする位置づけを図り、さらに情

報の重要度合がわかるように発

信する情報内容を検討の上、伝達

を行っていくこと。 

④販売事業者等の実態をより調査

し、リコール対象製品を購入した

消費者への情報提供に係る消費

生活用製品安全法に定められた

義務等の具体的かつ効果的な実

施方法について検討を行うこと。 

⑤リコール情報サイトについて、情

報提供のための基本的な方針を

検討し、掲載情報の充実を図るこ

と。 

⑥「リコール情報メールサービス」

と「子ども安全メール from 消費

者庁」との連動を検討すること。

また、他省庁や独立行政法人が行

っているメールマガジンとの連

携に向けて協議を行うこと。消費

者庁からの協力要請に積極的に

対応すること。 

⑦製品安全に係る消費者教育・啓発

の一層の充実をはかること。 

 

拠点となるよう、消費者庁が発信

する安全性に関する注意喚起等の

公表資料は、ウェブサイトやオン

ラインを通じて、速やかに情報提

供。また、事案の緊急性や重要度

に応じ、消費生活センターで行う

イベントや講座等で、消費者への

啓発のための資料を提供。 

○2013 年 3 月にリコール情報サイ

トのシステム改修を行い、リコー

ル対象となった製品の写真や図表

を掲載するとともに、検索機能の

強化、「高齢者、子ども向け商品」

の掲載数増加などの改善。 

 

【経済産業省】 

○流通事業者団体とのリコール協

力体制の構築・拡大に向け、６団

体と協力体制を構築し、消費者へ

リコール情報を周知する取り組み

を実施。 

○「製品安全に関する流通事業者

向けガイド」並びに「製品安全に

関する流通事業者向けガイドの解

説」を作成し、2013 年 7月 1 日に

公表。この中に、流通事業者が取

り組むべきリコール対応等の具体

的な内容を記載。 

○当該ガイドの周知策として、流

通事業者団体に対して、協力要請

文を発出。また、団体の協力を得

て、会員企業に向けた講習会を開

催。 

○消費生活用製品安全法に基づく

危害防止命令（2013 年 3 月 13 日

ＴＤＫ㈱に対し発出）に係り流通

事業者に対し、顧客情報を活用し

た所有者への周知やリコールポス

ターの店頭掲示等の協力を要請。 

12 「地方消費者行政の体制

整備の推進に関する建議」 

（2013 年 8 月 6 日） 

 

【提出先】 

・内閣府特命担当大臣（消

費者） 

 

 

 

①「地方消費者行政専門調査会報告

書」において提起された、市町村

の消費者行政体制整備に向けて

の取組（（１）小規模市町村の消

費者行政体制の底上げ、（２）「地

域力」の強化、（３）消費者行政

担当職員への支援）を着実に実施

すること。 

②国による地方消費者行政の継続

的財政支援に対し、最大限の努力

を行うこと。 

※2014 年３月を目途に、建議に対

する実施状況等について内閣府特

命担当大臣（消費者）に対して報

告を求めている。 
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③「地方消費者行政に対する国の財

政措置の活用期間に関する一般

準則」の効果の検証を行うこと 

13 「詐欺的投資勧誘に関す

る消費者問題についての

建議」 

（2013 年 8 月 6 日） 

 

【提出先】 

・内閣府特命担当大臣（消

費者） 

・国家公安委員会委員長 

・内閣府特命担当大臣（金

融） 

・総務大臣 

・法務大臣 

・厚生労働大臣 

・経済産業大臣 

・国土交通大臣 

 

①関係法令の執行強化及び制度整

備（（ⅰ）警察による刑法等関係

法令を駆使した利殖勧誘事犯へ

の重点的取締り、（ⅱ）外観上「権

利取引」であっても、販売代行等

の特商法の規制対象となる「役務

取引」への同法の執行、（ⅲ）権

利取引等すき間事案に対し、消費

者安全法に基づく消費者への注

意喚起、多数消費者財産被害事態

を発生させた事業者への勧告・命

令等の実施、（ⅳ）特商法の執行

力強化のため、自治体の執行担当

部局における警察との人的交流

や専門家との連携等の推奨、（ⅴ）

特商法の指定権利制の在り方、又

はこれと類似の制度整備の検討、

（ⅵ）違法行為による財産の隠

匿・散逸を防止するための制度導

入の検討推進（破産手続開始申立

て制度、保全命令申立て制度、被

害金額返還命令制度等）、（ⅶ）「消

費者の財産的被害の集団的な回

復のための民事の裁判手続の特

例に関する法律」の成立への努力

と成立後の円滑な運用） 

②犯行ツールに関する取組の強化

（（ⅰ）携帯電話について、携帯

電話不正利用防止法に基づく本

人確認義務等の周知徹底・履行確

保、及び違反事業者に対する是正

命令・検挙等の実施、（ⅱ）預貯

金口座、郵便物受取サービス、電

話受付代行サービス、電話転送サ

ービスについて、犯罪収益移転防

止法に基づく取引時確認、疑わし

い取引の届出等の義務の周知徹

底・履行確保、及び違反事業者に

対する是正命令等の実施、（ⅲ）

郵便・宅配便等による送金防止を

図るため、事業者に対し、分かり

やすい注意喚起の積極的な実施

を協力要請、（ⅳ）代表権を有し

ない取締役等の登記申請に当た

り、その真正に係る実態把握に努

め、その結果を踏まえ、要否を含

め対応策を検討） 

※2014 年２月目途にフォローアッ

プを行う予定。 
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③消費者への注意喚起及び高齢者

の見守りの強化（（ⅰ）テレビ等

の媒体を通じた、高齢者等への情

報提供・注意喚起の積極的な実

施、（ⅱ）消費者行政部局、地域

包括支援センター、ケアマネージ

ャー等地域の多様な主体の密接

な連携による高齢者への注意喚

起・見守り体制の普及、（ⅲ）都

道府県・都道府県警察における消

費者への注意喚起・高齢者の見守

りの効果的・先駆的事例を取りま

とめ、他の都道府県・都道府県警

察へ提供、（ⅳ-1）高齢者宅への

通話録音装置の配置による情

報・証拠収集の取組を進め、その

全国展開を検討、（ⅳ-2）犯行グ

ループから入手した名簿掲載者

への積極的な注意喚起の実施、

（ⅴ-1）市民後見推進事業等の成

年後見制度に係る自治体の取組

への助成制度の周知や取組事例

の情報提供等の積極的実施、（ⅴ

-2）判断能力が不十分な者の日常

的金銭管理等を支援するため、自

治体への助成等による日常生活

自立支援事業の普及） 
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２．提言（11 件） 

№ 提言 提言の概要 主な成果 

1 「未公開株等投資詐欺被害

対策について（提言）」 

（2010 年 4 月 9 日） 

 

【提出先】 

・内閣府特命担当大臣（消費

者） 

・内閣府特命担当大臣（金融） 

・国家公安委員会委員長 

 

① 被害救済を迅速に進めるた

めの民事ルールの整備（無登

録事業者の販売行為の無効

化等、特商法の適用範囲の拡

大） 

②違法行為に対する抑止効果の

ある制裁措置の検討・導入（法

定刑の見直し、罰則以外のよ

り効果的な制裁措置の検討・

導入） 

③効果的な行政対応（悪質な無

登録事業者の情報収集・事業

者名公表、無登録事業者への

裁判所に対する申し立て制度

の活用、販売業者情報の開示

規制の実効的な運用） 

④その他（関係当局による取締

りの強化、高齢者等に対する

注意喚起や被害相談のあり方

への努力・工夫、不招請勧誘

禁止の未公開株等への拡張） 

○無登録業者が非上場会社等の株

式・社債等の売り付けを行った場

合、売買契約の無効、無登録業者

に対する規制の新設・罰則の引上

げ、裁判所による差止命令の申立

ての裁判管轄の拡大等を内容とす

る、金融商品取引法の改正法案が

国会で成立（2011 年 5月 17 日）。 

○効果的な行政対応（悪質な事業者

名公表、無登録事業者への裁判所

に対する申し立て制度の活用）を

順次図っている。 

○高齢者等に対する注意喚起につ

いて関係機関が連携して実施。 

2 「こんにゃく入りゼリーに

よる窒息事故への対応及び

食品の形状・物性面での安全

性についての法整備に関す

る提言」 

（2010 年 7月 23日） 

 

【提出先】 

・内閣府特命担当大臣（消費

者） 

・厚生労働大臣 

・農林水産大臣 

① 消費者安全法上の措置につ

いて（安全法施行後に収集さ

れた窒息事故に関する危険

情報に係る事案の追跡調査

を含めた事実確認の早急か

つ誠実な実施、その結果を踏

まえた安全法が定める所要

の措置） 

②食品の形状・物性面での安全

性についての法整備について

（「参考指標」の作成、食品の

形状・物性面での安全性の確

保のための法整備に向けた検

討） 

○「こんにゃく入りゼリー等の物

性・形状等改善に関する研究会」

でとりまとめた報告書（2010 年 12

月 22 日）において、こんにゃく入

りゼリーやそれに類する食品等に

ついて、重篤な窒息事故につなが

り得る食品等側のリスク要因を踏

まえ、「窒息事故リスク低減の考え

方の整理－参照指標」を提示。 

○こんにゃく入りゼリー製造等事

業者の製品改善等の取組状況につ

いて公表（2011 年 12 月）。 

3 「決済代行業者を経由した

クレジットカード決済によ

るインターネット取引の被

害対策に関する提言」 

（2010 年 10月 22日） 

 

【提出先】 

・内閣府特命担当大臣（消費

者） 

・経済産業大臣 

① 被害実例及び決済代行業者

の実態把握 

②より厳正な処分及び消費者へ

の注意喚起 

③通信販売業者による決済代行

業者に係る表示の義務付け 

④その他必要な制度改正に向け

た検討（関連法令の見直しの

検討・海外の加盟店側カード

会社等の関係事業者間での紛

争処理のルールの見直しに関

する海外への働きかけ等） 

○決済代行業者を経由した出会い

系サイトにおけるインターネット

取引の実態調査、及びクレジット

カードに係る決済代行業者を介在

した取引の苦情相談の内容分析を

実施（2010 年 11～12 月）。 

○実態調査等の結果も踏まえ、「イ

ンターネット消費者取引研究会」

取りまとめ（2011 年 3 月）におい

て、詐欺的なサイトへの厳格な法

執行・警察との連携強化、消費者

への啓発、決済代行業者の登録制

度の導入など、具体的な取組を提

示。2011 年 7 月からは「インター
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№ 提言 提言の概要 主な成果 

ネット消費者取引連絡会」を設置

し、インターネット取引をめぐる

最近の課題について関係行政機関

や事業者団体等で情報を共有して

対策を検討。 

4 「特定保健用食品の表示許

可制度についての提言」 

（2011 年 8月 12日） 

 

【提出先】 

・消費者庁長官 

 

①事業者が新たな科学的知見を

収集し、報告をする制度や、

報告された知見を科学的・中

立的に分析・評価する体制を

検討すべき 

②再審査手続開始後の情報提供

について、審査状況等に関す

る情報を消費者に広く提供す

る方策を検討すべき 

③許可の更新制度の導入に向け

て、有効性や安全性に係る審

査基準の明確化や有効期間の

設定、審査体制の整備等の検

討を開始すべき 

 

特に、許可の更新制について

は、更新審査を適切に実施する

ための審査体制の整備が重要で

あることから、消費者庁におい

てはこの点を十分留意した上

で、許可の更新制の導入に向け

た検討を進めること 

○特定保健用食品の審査に必要か

つ十分な試験デザインの枠組み等

の審査基準を検討するため、2012

年度に「特定保健用食品の審査基

準の検討事業」を実施。 

 

5 「消費者契約法の改正に向

けた検討についての提言」 

（2011 年 8月 26日） 

 

【提出先】 

・消費者庁長官 

・法務大臣 

 早急に消費者契約法改正の検

討作業に着手し、民法（債権関

係）改正の検討作業と連携する

こと 

○消費者委員会内において、委員長

のもと、消費者契約法に関する調

査作業チームを設置し、消費者契

約法改正作業に向けた論点整理を

開始（2011 年 12 月）。 

○消費者契約法に関する調査作業

チームにおける論点整理の結果を

取りまとめるとともに、シンポジ

ウム開催等、内容の周知活動を実

施（2013 年 7月） 

6 「貴金属等の訪問買取り被

害抑止と特定商取引法改正

についての提言」 

（2011 年 11月 11日） 

 

【提出先】 

・消費者庁長官 

・経済産業省商務情報政策局

長 

・警察庁生活安全局長 

①貴金属等の訪問買取りに係る

トラブルに対する法的措置に

ついて、具体的な内容を迅速

に示すこと 

②特定商取引法の規制の枠外と

されている「権利」について

も見直しを行い、また、被害

が生じている取引に関して、

「販売」や「役務の提供」と

いう枠組みにとらわれずに迅

速な対応を行う体制の整備 

○消費者庁「貴金属等の訪問買取り

に関する研究会中間とりまとめ」

において法的規制のあり方を示

し、特定商取引法の改正によって

対応する方針を提示（2011 年 12

月）。 

○取引類型として「訪問購入」を追

加し、クーリングオフ等の規程を

盛り込んだ特定商取引法の一部改

正法案が国会で成立（2012 年 8

月）。 
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№ 提言 提言の概要 主な成果 

7 「住宅用太陽光発電システ

ムの販売等に係る消費者問

題についての提言」 

（2012 年 3月 27日） 

 

【提出先】 

・内閣府特命担当大臣（消費

者） 

・経済産業大臣 

①特定商取引法等の執行の強化 

②割賦販売に対する適切な対応 

③業界団体を通じた販売方法の

適正化、品質の向上のための

取組 

④支援制度等に関する分かりや

すい情報の提供 

○特定商取引法や景品表示法によ

る行政処分等を行うとともに、ブ

ロック会議等の場を通じて、厳正

な法執行に取り組むよう都道府県

等に対して要請。 

○一定の施工技術を確保するため

の業界横断的な研修・認定制度で

ある「PV 施工技術者認定制度」の

創設を支援。 

8 「違法ドラッグ対策に関す

る提言」 

(2012 年 4月 24 日) 

 

【提出先】 

・厚生労働大臣 

①指定薬物への指定の迅速化 

②取締りの強化のための方策 

（ｉ）「包括指定」の導入 
（ⅱ）麻薬 取締官（員）に違法

ドラッグを司法警察職員とし

ての取締権限などを持たせる

などの体制強化の検討。 

（ⅲ）個人輸入等による入手機

会を抑制するための施策の実

施（水際対策の徹底） 

（ⅳ）合法商品としての様相を

呈しつつ販売活動を行う広告

の監視・規制強化についての

検討 

③薬物乱用対策推進会議関係府

省が連携した取締当局との連

携強化 

④乱用実態・健康被害情報の一

元的な把握と消費者への情報

提供・啓発の実施 

○提言以降、指定薬物部会を随時開

催。違法ドラッグを指定薬物とす

ることについて審議し、妥当とさ

れたものについて、省令改正によ

り順次指定。 

○2013 年 2 月 20 日、「合成カンナビ

ノイド類」の１骨格を有する物質

群を指定薬物として包括指定(772

物質)する省令を公布し、同年 3月

22 日より施行（指定薬物は 92種か

ら 851 種に拡大）。 

○2013 年 5 月 10 日、麻薬及び向精

神薬取締法及び薬事法の一部を改

正する法律が可決され、麻薬取締

官（員）が指定薬物に係る薬事法

に違反する罪について、司法警察

員として職務を行うこと等が可能

に。 

○2012 年 8 月 30 日、薬物乱用対策

推進会議において、「合法ハーブ等

と称して販売される薬物に関する

当面の乱用防止対策」を取りまと

め。 

○毎年７月の「青少年の非行・被害

防止全国強調月間」において、薬

物乱用防止啓発ポスター及びチラ

シ等を青少年の目につきやすい場

所へ掲示、配布。 

9 「医療機関債に関する消費

者問題についての提言」 

(2012 年 9月 4日) 

 

【提出先】 

・内閣府特命担当大臣（消費

者） 

・厚生労働大臣 

 

 

 

 

 

①医療機関債の発行実態等の把

握 

②関係機関間の連携の推進 

③消費者保護の観点からのガイ

ドラインの見直しの検討 

○全都道府県を通じ、「医療法人に

おける医療機関債の発行状況調

査」を実施（2013 年３月結果公表）。 

○同調査結果を踏まえ、医療機関債

購入の勧誘方法について消費者保

護規定を追加するなど、ガイドラ

インの一部を改正（2013 年８月）。 
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№ 提言 提言の概要 主な成果 

10 「電気通信事業者の販売勧

誘方法の改善に関する提言」 

(2012 年 12 月 11 日) 

 

【提出先】 

・総務大臣 

・内閣府特命担当大臣（消費

者） 

 

①業界団体による自主基準等の

遵守の徹底等による改善を促

すこと。 

②改善状況の検証を行い、2013

年 3 月末時点での状況につい

て詳細がとりまとまり次第、

速やかに当委員会へ報告する

こと。 

③同検証において、一定の改善

が見られない場合には、法的

措置を講じることを含め、必

要な措置を検討し確実に実施

すること。 

【総務省】 

○業界団体、主な電気通信事業者及

び主な大手販売代理店等に対し、

代理店を含む自主基準の遵守徹

底・販売勧誘適正化等につき書面

要請を実施。 

○有識者会議における「電気通信事

業法における消費者保護ルールを

見直し、所要の規定を設ける等の

制度的な対応の検討に着手すべ

き」等の方向性を受けて、検討が

行われる予定。 

 

11 「公共料金問題に関する提

言～ 公共料金等専門調査会

報告を受けて～」 

(2013 年 7月 30 日) 

 

【提出先】 

・内閣府特命担当大臣（消費

者） 

・総務大臣 

・経済産業大臣 

・国土交通大臣 

公共料金等の新規設定及び変

更の場合にあたっては、所管省

庁と消費者庁の間での協議のプ

ロセスを通じて、消費者基本計

画に盛り込まれている料金決定

過程における消費者参画及び透

明性の実質的な確保を図ること 

※適宜フォローアップを行う予定。 

 

 

３．意見等（32 件） 

№ 日付 タイトル 
1 2009 年 12 月 14 日 地方消費者行政の充実強化に向けて 
2 2010 年 3月 3日 消費者基本計画策定に向けての意見 
3 2010 年 3月 25 日 消費者基本計画の検証・評価・監視についての視点 
4 2010 年 6月 25 日 消費者安全法に基づく国会報告について今後重視されるべき基本的視点 
5 

2011 年 3月 4日 
「消費者事故等に関する情報の集約及び分析の取りまとめ結果の報告」に関す

る意見 
6 2011 年 3月 11 日 公益通報者保護制度の見直しについての意見 
7 

2011 年 6月 10 日 
消費者基本計画の平成 22 年度の実施状況に関する検証・評価及び計画の見直

しについての意見 
8 

2011 年 6月 10 日 
消費者行政体制の一層の強化について－「国民生活センターの在り方の見直し

に係るタスクフォース」中間整理についての意見－ 
9 

2011 年 6月 24 日 
「消費者事故等に関する情報の集約及び分析の取りまとめ結果の報告」に関す

る意見 
10 2011 年 8月 12 日 「国民生活センターの在り方の見直し」に関する検討についての意見 
11 2011 年 8月 12 日 原料原産地表示拡大の進め方についての意見 
12 2011 年 8月 23 日 「健康食品の表示の在り方」に関する中間整理 
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13 2011 年 8月 26 日 集団的消費者被害救済制度の今後の検討に向けての意見 
14 2011 年 8月 26 日 個人情報保護制度について 
15 

2011 年 12 月 2日 
「国民生活センターの在り方の見直しに関する検証会議」中間取りまとめ（座

長試案）についての意見 
16 

2012 年 2月 14 日 
「消費者事故等に関する情報の集約及び分析の取りまとめ結果の報告」に関す

る意見 

17 
2012 年 3月 27 日 

消費者基本計画の平成 23 年度の実施状況に関する検証・評価及び計画の見直

しに向けての意見 

18 2012 年 5月 10 日 委員長声明 －家庭用電気料金値上げに係る認可申請について－ 

19 2012 年 5月 29 日 消費者基本計画の改定素案（平成 24 年 4 月）等に対する意見 

20 
2012 年 6月 5日 

「健康食品の表示等の在り方」に関する考え方～健康食品の利用者アンケート

の分析結果を踏まえて～ 

21 
2012 年 6月 12 日 

「消費者事故等に関する情報の集約及び分析の取りまとめ結果の報告」に関す

る意見 

22 
2012 年 6月 19 日 

東京電力の家庭用電気料金値上げ認可申請に関する消費者委員会としての現

時点の考え方 

23 2012 年 7月 13 日 東京電力の家庭用電気料金の値上げ認可申請に対する意見 

24 2012 年 12 月 25 日 消費者教育の推進に関する基本方針の策定に向けた意見 

25 2013 年 2月 26 日 消費者基本計画の実施状況に関する検証・評価及び計画の見直しに向けての意

見 

26 2013 年 3月 19 日 関西電力及び九州電力による家庭用電気料金値上げ認可申請に対する消費者

委員会の意見について 
27 2013 年 5月 28 日 消費者基本計画の改定素案（平成 25 年 4 月）等に対する意見 
28 2013 年 6月 25 日 「消費者白書」及び「消費者安全法に基づく国会報告」への意見 
29 2013 年７月 23日 公益通報者保護制度に関する意見 ～消費者庁の実態調査を踏まえた今後の

取組について～ 
30 2013 年 7月 30 日 東北電力及び四国電力による家庭用電気料金値上げ認可申請に対する消費者

委員会の意見について 
31 2013 年 7月 31 日 北海道電力による家庭用電気料金値上げ認可申請に対する消費者委員会の意

見について 
32 2013 年 8月 27 日 インターネットを通じた消費者の財産被害問題に関する消費者委員会として

の現時点の考え方 
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平成 24年 10月２日 
消 費 者 委 員 会 

 

「公共料金問題についての建議」に対する実施状況報告について確認したい事項 
 

建議事項（平成 24年２月 28日） 実施状況報告（経済産業省）（平成 24年９月 28日） 確認したい事項 

２ 消費者の視点に立った取組の徹底 

（２）電気料金 

（建議事項③） 

 経済産業省は、電気料金の決定過程の透明性等を確

保する観点から、「電気料金制度・運用の見直しに係

る有識者会議」（座長：安念潤司 中央大学院教授）

における議論の結果等を踏まえ、料金を決定するため

に必要な情報の提供等に努める必要がある。 

 

 

 

 

 「電気料金制度・運用の見直しに係る有識者会議報告書」（平成２４年３月）においては、電

気料金の適正性の確保のために徹底的な情報公開や行政外の専門的な知見の活用による行政の

チェック能力の向上が提言されている。これを踏まえ、一般電気事業供給約款料金算定規則等

の見直しを実施し、東京電力が申請した電気料金の値上げ申請に対しては、料金認可プロセス

に外部専門家の知見を取り入れ、専門的かつ客観的な観点から料金査定方針等の検討を行うた

め、「電気料金審査専門委員会」を設置し、全１０回の委員会及び資料については原則公開とし

た。また、料金の定期的評価として実施していた部門別収支の計算結果については、これまで

は自由化部門が赤字の場合のみ公表することしてきたが、常に公表することにした。 

 これまで東京電力の料金値上審査における情報公開に係る具体的な取組は以下のとおり。 

 

○「電気料金審査専門委員会（審議会）」（座長：安念中央大教授）を設置し、平成２４ 年５月

１５日以降、合計１０回開催（委員会及び資料は原則公開）。同年７月５日に専門委員会とし

ての査定方針案をとりまとめた。 

○この間、６月７日（東京）、９日（埼玉）に電気事業法に基づく公聴会を開催した。 

    東京会場  陳述人：１０名、参考人１０名、傍聴人：１８６名 

    埼玉会場  陳述人： ５名、参考人 ５名、傍聴人： ７８名 

 

 あわせて、インターネットを通じた「国民の声」の募集を実施した（２，３３６件）。公聴会

及び「国民の声」で寄せられた意見に対しては、当省としての見解を当省のホームページにお

いて公表した。 

 

 

 

 電気料金の決定過程の透明性等を確保する観点から、情報公開

を積極的に実施したことは評価されるところである。 

 今回の東京電力家庭用電気料金値上申請の審査における貴重

な知見を活かし、他の電気事業者の電気料金値上申請も予想され

ることから、審査専門委員会、電気事業法に基づく公聴会等につ

いての運用基準(ガイドライン)を策定する必要性はないか。 

（参考）東京電力の家庭用電気料金の値上げ認可申請

に対する意見（平成 24 年７月 13 日） 

○審査専門委員会においては、消費者団体代表をオブ

ザーバー参加させているが、正式の委員として消費

者代表を参画させるべきではないか。 

○公聴会について傍聴者が少数に留まった例があり、

周知やその運営についてさらに工夫が必要ではな

いか。 

○公聴会に関しては開催時期が早すぎたといった意

見が消費者団体から出されている。経済産業省では

このような意見も踏まえてネットにおける「国民の

声」での意見募集を併用するといった対応を行った

が、公聴会の重要性からみて、今後は審査専門委員

会での議論がある程度進展し、消費者側に十分な情

報や論点が周知されたタイミングで公聴会を設定

してはどうか。 

  

 

他の電気事業者の電気料金値上申請がなされた場合、審査専門

委員会に、消費者団体を正式委員として消費者団体を正式委員と

して参画させる必要性はないか。 

今後の公聴会について周知や運営方法についてどのような検

討を行っているか報告していただきたい。 

資
料
２
－
５
－
１
 

2
0
5



 
 

 なお、電気料金については、今後、厳正な原価評価

が行われるものと理解しているところ、当該評価を行

った結果、適正な料金水準を上回っていると判断され

た場合に、電気事業法第２３条に基づく変更命令（「値

下げ」）が確実に行えるよう、法令等の見直し・整備

を含めた検討を行うことが望ましいと考える。 

 なお、東京電力を除く各電力会社について、年内に原価算定期間終了後の事後評価を実施し、

法第２３条に基づく変更命令の発動の要否について判断ができるよう、基準について現在検討

中である。 

 電気料金審査専門委員会の査定方針においても指摘されてい
るところであるが、どのような検討を行っているか報告していた

だきたい。 
 

（参考）東京電力の家庭用電気料金の値上げ認可申請

に対する意見（平成 24 年７月 13 日） 

○今後は原価と実績の部門別評価を毎年実施し、規制

部門の電気料金が不当に高い事態となる場合には、

本年２月の当委員会による「公共料金問題について

の建議」で指摘したように、適正な料金に確実に値

下げさせることを可能にする仕組みを構築するた

めに、電気事業法第 23 条に基づく料金認可変更命

令等を含めた法令等の見直し・整備にかかる検討を

行うこと 

  
 
 特に原価算定期間内において、電気事業法第 23 条に基づく料
金認可変更命令等を含めた法令等の見直し・整備にかかる検討を

どのように行っているか報告していただきたい。 
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平成 24年 10月２日 
消 費 者 委 員 会 

 

「公共料金問題についての建議」に対する実施状況報告について確認したい事項 
 

建議事項（平成 24年２月 28日） 実施状況報告（国土交通省）（平成 24年８月 31日） 確認したい事項 

２ 消費者の視点に立った取組の徹底 

（１）鉄道運賃等 

（建議事項②） 

 国土交通省は、鉄道運賃等の決定過程の

透明性及び消費者参画の機会を確保する

観点から、以下の取組を行う必要がある。 

  

ア 国土交通省は、「鉄軌道の情報提供ガ

イドライン」（以下「鉄軌道ガイドライ

ン」という。）に沿った情報提供を行っ

ているとしているものの、鉄軌道ガイド

ライン自体が運賃等改定時を主に意識

したものであり、前述の横断的ガイドラ

インにおいて示されている運賃等改定

後、及び運賃等認可審査の際の事前の情

報提供を念頭に置いたものとはなって

いないとみられることから、鉄軌道ガイ

ドラインの見直しを行い、適切に情報提

供を行うこと。 

アについて 

 運賃改定に係る情報提供については、これまでも「鉄軌道事業の情報提供ガイドライン」（以下「鉄軌

道ガイドライン」という。）において、「運賃改定時はもとより、運賃改定時以外にも必要な情報を提供す

る」として鉄軌道事業者の取組を促してきたところであるが、今般、本建議の内容を踏まえ、運賃改定に

おける透明性の向上や利用者等の監視による効率化の促進をより一層図るため、情報提供の時期を「運賃

改定申請時」、「運賃改定実施（認可）時」及び「運賃改定実施後」に区分することとし、国土交通省の各

地方運輸局等の所管部局に対して平成 24 年８月 27 日付けで文書を発出し、同内容を見直した「鉄軌道ガ

イドライン」について管下鉄軌道事業者に対する周知・指導を要請した。 

 なお、運賃改定に係る情報提供については、公共料金全般に関するフォローアップなど今後の具体的取

組の検討状況を踏まえつつ、引き続き、国土交通省においても消費者庁など関係者と連携して適切に対処

していくこととする。 

 

 「鉄軌道ガイドライン」の見直しを実施されたこと

は評価されるところである。 

 

 

 

 

 

国土交通省として、運賃改定に係る適切な情報提供

についての今後の取組について詳しく説明願いたい。 

イ 国土交通省は、一定の条件をみたした

路線については、加算運賃として消費者

（利用者）に相応の負担（受益者負担）

を求めることを認めているところ、加算

運賃を導入している路線の運賃回収状

況や、長期間、加算運賃を継続する必要

性等については、説明責任が十分に果た

されているとは言い難いことから、当該

情報についての確認を行い、適切に情報

提供を行うこと。 

  なお、確認の結果、加算運賃の必要性

が乏しくなったと判断される場合には、

事業者に対して、加算運賃の見直しに係

る適切な指導等を行うこと。 

イについて 

 加算運賃を設定している路線（14 社 20 路線）に関する情報提供については、鉄軌道事業者において、

当該路線の運賃の基本情報を始め、加算運賃に関する「設備投資額・支払利息・使用料等の資本費の累計

額」及び「加算運賃収入の累計額」などを毎年度更新して公表しているところであるが、今般、国土交通

省の各地方運輸局等の所管部局に対して平成 24 年８月 27 日付けで文書を発出し、加算運賃を継続する必

要性などについて更なる情報提供の充実を図るよう管下鉄軌道事業者に対する周知・指導を要請した。 

 なお、加算運賃制度は、主として新規路線の開業に伴い発生する多額の資本費コストについて、「受益

と負担」のバランスを考慮した一定額を当該路線の利用者に上乗せ（加算）して応分の負担を求め、資本

費コストの回収状況などを勘案した鉄軌道事業者の経営判断に基づいて、運賃改定に合わせて基本運賃に

一般化して減額・廃止するものであるが、現行制度では加算運賃の見直しに関する明確な基準はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 制度の主旨を踏まえれば、少なくとも資本費コストの回収が完了するまでに加算運賃は廃止される必要

があるが、現時点において加算運賃の是非を計る簡潔かつ適当な指標である「加算運賃収入による資本費

コストの回収状況」について鉄軌道事業者が公表しているデータ（平成 23 年度）により算定したところ、

20 路線の回収状況は最大で約 65％と見込まれ、制度の主旨を逸脱する水準（100％超）には至っていない。

 

 国土交通省において、加算運賃を継続する必要性な

どについて更なる情報提供の充実を図るよう管下鉄

軌道事業者に対する周知・指導を要請したことは評価

されるところである。 

 

 鉄軌道事業者においては、加算運賃を設定している

路線（14 社 20 路線）に関する当該路線の運賃の基本

情報等の情報提供を毎年度更新して公表しているこ

とは承知しているが、国土交通省として、当該路線の

基本運賃収入額、減価償却費、減価償却期間を含めた

運賃等の情報の正確性について、どのように確認を行

っているのか、また、国土交通省としての適切な情報

提供をどのように実施しているのか示していただき

たい。 

 加算運賃の見直しに関する明確な基準はないとの

ことだが、基準を策定する必要はないか。 

 公共料金についての建議においては、「過去の国会

における答弁等の中で、国道交通省（運輸省）は、加

算運賃については、概ね１０年を経過した時点、ある

いは資本費の５０％を回収した時点から廃止はまた
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 今後、見直しに関する具体的な基準の策定に際しては、近年の社会経済状況の変化や路線毎に異なる事

業環境などを考慮する必要があるとともに、鉄道運賃制度の根幹に関わる「受益と負担」のあり方にも繋

がることから、国土交通省においては、引き続き、鉄軌道事業者など関係者と十分な議論を重ねた上で、

公共料金全般に関するフォローアップなど今後の具体的取組の検討状況も踏まえつつ、当該基準の策定に

向けて鋭意検討を進めていくこととする。 

は減額すべきものとの認識を示している。なお、当時

の認識と異なった運用が行われているのであれば、当

然にその内容について示されるべきであろう。」と指

摘しているが、国土交通省が実施状況において報告さ

れた「現行制度では加算運賃の見直しに関する明確な

基準はない。」との相違について、国土交通省の見解

を示していただきたい。 

ウ 国土交通省（運輸審議会）は、審議の

経過を消費者（利用者）に伝えるために、

提供すべき情報（例えば、議事録、審議

資料（配付資料、規制当局からの説明の

概要等）、公聴会での意見の反映状況等）

を拡大するよう検討すること。 

  また、鉄道運賃等の認可については、

原則として運輸審議会へ諮問し答申を

受けることによって、判断の透明・公正

性を確保しているものとみられるが、説

明聴取事案（軽微認定事案）として同審

議会への諮問を経ない認可案件も存す

るので、審議会への諮問を必要としない

と判断した理由や判断基準についても

明らかにすること。 

ウについて 

 運輸審議会においては、昨年６月より、議事概要のインターネット上（ホームページ）での公表を行っ

ているところであるが、これのみでは規制当局からどのような説明があったのかわからないとの御指摘を

踏まえ、審議会での配付資料（規制当局の説明資料等）は、行政機関の保有する情報の公開に関する法律

に規定する不開示情報を除き、議事要旨とともにホームページで公表することとする。また、公聴会や参

考人意見聴取を行った事案については、答申の際に、公聴会や参考人意見聴取で提起された意見をどのよ

うに取り扱ったかについて、ホームページで公表することとしている。 

 説明聴取事案の認定については、規制当局から説明を聴取した上で、過去の同種の事案の取扱いも勘案

し、個別に判断を行い、地方の小規模な事業者の上限運賃の設定・変更等社会的な影響が比較的小さいと

考えられるもの、既存新幹線の延伸に係る特別急行料金の設定であって既存区間の料金設定の考え方と同

様に設定されたもの等が審議会への諮問を必要としない（国土交通省設置法第 15 条第３項の規定に該当

する事案である）と判断されているところであるが、プロセスの透明化を図るため、このような説明聴取

事案についても、昨年６月以降は、議事概要をホームページで公表し、当該議事概要において判断理由を

記載・公表している。 

 
 「議事要旨とともにホームページで公表することと

する。」、「公聴会や参考人意見聴取で提起された意見

をどのように取り扱ったかについて、ホームページで

公表することとしている。」と回答されているが、い

つから実施するか具体的に示していただきたい。 

 

 説明聴取事案の判断理由については、運輸審議会の

ホームページの議事概要において判断理由を記載・公

表していることは評価されるところであるが、さら

に、明確な判断基準を公表することを検討している

か。 

 

 

エ 国土交通省は、他の審議会の例を参考

にして、消費者の権利・利益を十分代弁

し得るという観点から、運輸審議会の委

員を選任することについて検討すると

ともに、運輸審議会一般規則に定める

「利害関係人」の解釈について、例えば、

日常的にその交通機関を利用する消費

者（利用者）を含めることについて検討

を行うこと。 

エについて 

 運輸審議会においては、国民目線に立った利用者保護と安全で安定的な事業運営の確保の必要性を十分

に踏まえて、適切かつ合理的な審議・決定の確保に努めており、その委員の人選については、消費者基本

計画の当該審議会の性格等に応じて生活者・消費者を代表する委員の選任に努めるとの記載も勘案しつ

つ、公平・中立な審議を行う必要から均衡が取れた委員構成となるよう留意し、幅広い経験と高い識見を

有する者を選ぶこととしており、今後とも引き続き、国民目線での審議が可能な委員の選任に留意して参

りたい。 

 公聴会については、従来より、一般の消費者の生活に大きな影響を与える事案など事案の及ぼす社会的

影響が大きいと認められる事案や強い反対意見が想定される事案等については、運輸審議会一般規則に定

める「利害関係人」からの請求があるか否かを問わず、運輸審議会の判断により、職権での公聴会の開催

を決定して、公募により一般利用者等を公述人として選定し意見聴取を行っているところである。なお、

運輸審議会一般規則に定める「利害関係人」とは、行政処分に係る当事者、競争の関係にある者等の当該

事案に関し特に重大な利害関係を有する者に、その者から請求があった場合には必ず公聴会を開催しなけ

ればならないという強い法的効力を認める趣旨である。運輸審議会としては、「利害関係人」からの請求

制度とは別に、上述の通り、利用者の利益を考慮した職権による公聴会を開催しており、今後とも引き続

き、個別事案の審議に際しては、公聴会を開催し広く一般の意見を聞く必要があるか否かについて十分留

意して参りたい。 

 
 運輸審議会の委員の選任について、具体的にどのよ

うな検討を行ってきたのか具体的に示していただき

たい。 

 

 

 

 「運輸審議会の判断により、職権での公聴会の開催

を決定して、公募により一般利用者等を公述人として

選定し意見聴取を行っているところである。」と回答

されているが、どのような口述人を選定し、意見聴取

を実施したか具体的に説明していただきたい。 
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平成 24年 11月 27日 
消 費 者 委 員 会 

「公共料金問題についての建議」に対する実施状況報告について確認したい事項（案） 
 

建議事項（平成 24年２月 28日） 実施状況報告（消費者庁）（平成 24年 11月 27日） 確認したい事項 

１ 公共料金の問題に対する取組の推進 

（建議事項①） 

 消費者庁は、公共料金の決定過程の透明

性及び消費者参画の機会を確保する観点

から、以下の取組を行う必要がある。 

  

（１）消費者庁は、消費者委員会と連携し

て所管省庁における公共料金に係る

情報提供の実施状況についてのフォ

ローアップを速やかに実施し、その結

果を公表すること。 

（１）について 

「消費者基本計画」の一部改定（平成 24 年 7 月 20 日閣議決定）において、公共料金の決定過程の透明

性、消費者参画の機会及び料金の適正性を確保するための取組等、公共料金への取組を強化することとさ

れた。 

消費者庁では、消費者委員会及び公共料金等所管省庁（以下「所管省庁」という。）と連携しつつ、この

基本計画の実施の一環として、所管省庁における公共料金に係る情報提供の実施状況のフォローアップを

行う予定である。 

今後速やかに、消費者委員会及び所管省庁と具体的な内容を検討し、取り組むこととする。 

消費者庁では、今年 2 月に「公共料金に関する研究会」（以下「研究会」という。）を立ち上げ、消費者

団体を含めた有識者に、料金改定の手続と継続的な検証、公共料金の水準や内容、消費者への分かりやす

い情報の公開等、公共料金の決定の在り方について、多方面にわたり御議論いただいた。4 月には「中間

取りまとめ」が行われ、これを所管省庁に提示し、中間取りまとめで提言された措置の実施を要請した。

○消費者基本計画（67-2 抜粋） 

【具体的施策】 

公共料金等の決定過程の透明性、消費者参画の機会及び料金の適正性の確保を保つ観点から、以下の施

策について検討し、取り組みます。 

①所管省庁における公共料金等に係る情報公開の実施状況についてフォローアップ 

②公共料金等の決定過程で開催される公聴会や審議会における消費者参画の実質的な確保 

③据え置きが続いている公共料金等を含め料金の妥当性を継続的に検証する具体的方法の検討と実施 

 

 公共料金問題に関しては、１１月１３日の消費者委

員会で公共料金等専門調査会（以下「専門調査会」と

いう。）が設置され、今後は、この場を活用し、消費

者庁の協力も得て、調査審議を行っていくこととして

いる。 

建議の（理由）で、「平成 21 年度以降、消費者庁に

より十分なフォローアップが行われた状況は確認で

きなかった。」とあるが、今後のフォローアップの具

体的な実施スケジュールを提示願いたい。 

また、フォローアップの定期的な実施について、ど

のような見通しを持っているか報告願いたい。 

（２）消費者庁は、消費者基本計画のフォロー
アップの一環として、所管省庁における審

議会委員の選任状況について確認を行っ

ているところ、消費者の権利・利益を十分

代弁し得る人材が実際に委員として登用

されているかという視点からの確認も行

うこと。 

（２）について 

・審議会委員の選任に当たって、必要に応じて消費者団体からの委員の選定を各省庁が円滑に行えるよう、

団体の名称、所在地、代表者、団体の概要等をまとめた「平成 23 年度消費者団体名簿」を各省庁に配

付した。 

・各省庁が消費者団体から委員等を募集する必要がある場合には、消費者庁が運用する消費者団体と消費

者庁の情報・意見交換システムを活用して協力することとし、その旨の事務連絡を各省庁に送付した。

 

 検討状況を確認するため、審議会委員の選任状況に

ついて、今後、専門調査会の場を活用し、整理した上

で提出願いたい。 

（３）消費者庁は、消費者の視点に立って、

物価担当官会議申合せに基づく所管

省庁との協議を的確に行うこと。 

（３）について 

物価担当官会議申合せ（平成 23 年 3 月 14 日）において、所管省庁が公共料金の認可等をするに当たっ

ては、消費者庁と協議を行うこととしている。 

具体的には、消費者庁では、上記の「中間取りまとめ」を踏まえて、先般の東京電力株式会社（以下「東

京電力」という。）による電気料金の値上げ認可申請の対応において、経済産業省に対して要請を行い、

消費者の参画、公聴会開催、情報提供等の料金決定プロセスにおいて改善が図られた。また、協議に当た

っても、「中間取りまとめ」に盛り込まれた考え方が十分に反映されるよう努めた。 

研究会では、公共料金の在り方について、多方面にわたり御議論いただき、11 月には最終報告が取りま

とめられた。今後、消費者庁では、所管省庁との協議に当たってはこの提言を踏まえ、適切に実施してい

く予定である。 

 

東京電力による電気料金の値上げ認可申請におい

て、消費者の電気料金の決定過程への参画の状況、情

報提供の状況を経済産業省に確認し、適切に協議を行

ったことは評価されるところである。 

この貴重な知見を活かし、協議に関する手続き規定

（必要に応じた消費者団体等から意見聴取を含む）の

整備状況について、今後、専門調査会の場を活用し、

整理した上で報告願いたい。 
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（４）消費者庁は、消費者委員会と連携し

て、従前物価安定政策会議において整

理された課題のほか、公共料金に関す

る最近の議論の状況と技術革新の状

況等も踏まえ、消費者、学識経験者、

事業者、所管省庁等から幅広に意見を

聴取する等の方法により、以下の課題

について検討を行うこと。 

  

ア 情報提供すべき情報の範囲と方法 （ア）について 

研究会では、以下の提言がなされた。 

○料金の改定手続等に当たって、事業者から提供されるべき情報には、規制当局や実際に手続に参画す

る消費者が適切に内容を評価できるよう、事業者の部門別・サービス種類別のセグメント情報、子会

社・関連会社との取引、連結会計情報が含まれるべきであること、 

○事業者は、ホームページで情報提供を行っているケースが多いが、個々の消費者における情報アクセ

ス能力の格差への対応も重要な課題とし、アクセスが困難な消費者（例えば高齢者や障害者）に対す

る適切な情報提供が求められること、 

○必要に応じ規制当局、消費者庁等は公共料金に関する相談窓口を設置することを検討すべきこと、 

消費者庁では、この提言を踏まえ、消費者委員会及び所管省庁と連携し、消費者基本計画の実施の一環

として、提供すべき情報の範囲と方法について検討していく。 

なお、消費者庁では、「中間取りまとめ」を踏まえて、先般の東京電力の値上げ認可申請の対応におい

て、経済産業省に対して、新料金体系への移行に向けた情報提供の実施状況等を確認させ、また、フォロ

ーアップ審査の実施により継続的に料金の妥当性を点検させるべきである旨意見し、経済産業省から適切

な情報開示の在り方を検討、実施するとの回答を得た。 

 

 検討状況を確認するため、情報提供すべき情報の範

囲と方法について、今後、専門調査会の場を活用し、

整理した上で提出願いたい。 

イ 消費者（利用者）の意見を反映させる

ための方策 

（イ）について 

 研究会では、消費者の参画が実質的に図られるようにするため、以下の提言がなされた。 

○原則として公聴会を開催すること。あるいは一定の場合には、消費者の求めに応じ公聴会を開催する

こと。また、開催回数や場所に十分に配慮し、審議を公開すること、 

○公聴会等において、事前に十分な検討ができるよう、関連資料の提供に時間的余裕をもって行うこと。

参加者への通知に時間的余裕をもって行うこと、 

○公聴会等において、質疑応答の機会を設けること。また、事業者が出席し、参加者の求めに応じ必要

な情報をタイムリーに提供すること、 

また、消費者基本計画において、公共料金等の決定過程で開催される公聴会や審議会における消費者参

画の実質的な確保を具体的施策として掲げている。 

先般の東京電力の値上げ認可申請にかかる経済産業省の対応においても、消費者参画の実施がなされて

いるところだが、消費者庁では、この提言を踏まえ、消費者委員会及び所管省庁と連携し、消費者基本計

画の実施の一環として、消費者の意見を反映させるための方策を検討していく。 

 

 建議事項１（２）と同様。 

ウ 公共料金について消費者の視点から

チェックするための第三者機関設置の

必要性 

（ウ）について 

消費者庁では、公共料金の効率的かつ効果的な検証のため、消費者委員会と一元的に運営できる体制に

ついて検討を進め、今般、消費者委員会の下に公共料金等専門調査会が設置されることとなった。建議の

指摘どおり、消費者の視点からチェックするための活発な調査審議が行われることを期待する。 

消費者庁としても、同調査会の調査審議に協力しつつ、外部有識者の専門的な知見も一層活用すること

により、公共料金を効率的かつ効果的に検証していく。 

また、研究会では、公共料金を消費者の視点からチェックするため、同種又は類似のサービスに関する

事業者間・地域間の比較対照情報について、情報提供を進めるべきとし、これを通じて消費者の理解を得

るように努めるべきと提言がなされた。 

この提言等を踏まえ、消費者委員会及び所管省庁と連携し、消費者基本計画の実施の一環として、消費

者の視点からのチェックの在り方について、検討に取り組んでいく予定である。 

 

 公共料金問題に関しては、１１月１３日の消費者委

員会で専門調査会が設置され、今後は、この場を活用

し、消費者庁の協力も得て、調査審議を行っていくこ

ととしている。 
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エ デフレ時代に見合った料金水準への

「値下げ」を求めることができる仕組み

のあり方（例えば、第三者機関からの「値

下げ」の要請や消費者団体等からの「値

下げ」の求め等の仕組み） 

（エ）について 

 研究会では、料金の事後的・継続的検証の実施のため、事業者及び規制当局は、事後的検証にも資する

よう料金改定時の認可申請書類等料金の算定のもとになったデータを原則として全て公開すべきとし、ま

た、事後的な検証の過程においても、消費者の参画を可能とする手続上の工夫がなされるべきであると提

言がなされた。 

 また、消費者基本計画において、据置きが続いている公共料金等を含め料金の妥当性を継続的に検証す

る具体的方法の検討と実施を具体的施策として掲げている。 

 消費者庁では、この提言を踏まえ、消費者委員会及び所管省庁と連携し、消費者基本計画の実施の一環

として取り組んでいく予定である。 

 また、上記アと同様、先般の東京電力の値上げ認可申請に係る経済産業省との協議においては、新料金

体系への移行に向けた情報提供の実施状況等を確認し、また、事後の適切な情報開示等について意見し、

経済産業省から適切な情報開示の在り方を検討、実施するとの回答を得た。 

 

 検討状況を確認するため、今後、専門調査会の場を

活用し、公共料金等を所管する省庁の公共料金等変更

命令の根拠となる法令の該当条文の一覧を、最新のも

のに整理したうえで提出願いたい。また、公共料金等

変更命令を発動する要件について、公共料金等を所管

する省庁の整備状況について報告願いたい。 

オ 公共料金の審査等における原価の査

定が厳正に行われるような仕組みのあ

り方 

（オ）について 

 研究会では、規制当局は、事情に応じて原価として認める費用やその水準に関する基準（「審査要領」等）

を作成・公表し、ルールの明確化、透明性を図るべきと提言がなされた。 

 消費者庁では、この提言を踏まえ、消費者委員会及び所管省庁と連携し、消費者基本計画の実施の一環

として、公共料金の審査等における原価の査定が厳正に行われる仕組みを検討していく。 

 

 検討状況を確認するため、今後、専門調査会の場を

活用し、公共料金等を所管する省庁の審査要領の策定

状況を報告願いたい。 
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平成 25 年４月９日 
消 費 者 委 員 会 

 
「地方消費者行政の持続的な展開とさらなる充実・強化に向けた支援策についての建議」実施状況報告において説明願いたい事項 

 
（注：◎は重点的にご説明いただきたい事項） 

建議事項（平成 24 年７月 24 日） 実施状況報告（消費者庁・総務省）（平成 25 年３月） 説明願いたい事項 

（１）国による地方に対するこれまでの支援策に係る検証・評価 
 地方消費者行政への支援策をより効果的なものとするためには、PDCA
サイクルを実践することが不可欠である。集中育成・強化期間終了後の新

たな支援策（Act）を策定するためには、同期間中における支援策の検証・

評価（Check）が極めて重要となる。「指針」において大まかな検証・評価

は行われてはいるが、アウトカム（成果）指標や自治体間における指標の

格差に関する定量的な分析、自治体へのヒアリング結果等の定性的な分析

も含めたより詳細な検証・評価を早急に行い、国が重点的に支援を行う必

要のある地域やその直面する課題等を明らかにした上で、可能な限りその

結果を公表すべきである。 
 

（消費者庁） 

自治体における消費者行政予算や消費生活相談員の配置、消費者啓発事

業等の各事業の実施状況等、地方消費者行政の現況を定点観測するため、

「地方消費者行政の現況調査」（以下「現況調査」という。）を実施し、公

表している。また、毎年度、各都道府県から提出される地方消費者行政活

性化基金（以下「基金」という。）の事業計画や実績報告等から、基金の活

用状況を把握している。 
また、地方消費者行政ブロック会議（全国６か所（平成 24 年度））の開

催や、センター所長会議（全国７か所（平成 24 年度））や各都道府県が主

催する管内市町村会議などへの出席のほか、職員が積極的に各地域に足を

運び（平成 23 年度において消費者庁職員による「現場」との意見交換を

189 回実施）、自治体の消費者行政担当者やセンター長・消費生活相談員と

意見交換を行っている。さらには、地方消費者グループ・フォーラムを全

国８か所（平成 24 年度）で開催し、地域で消費者問題に取り組む消費者団

体等との意見交換の場を設けている。こうした意見交換の結果、得られた

情報については、「地方消費者行政の充実・強化のための指針」（以下「指

針」という。）の事例集で、取組内容だけではなく、今後に向けた課題につ

いても具体的に記載している。 
こうした定量・定性の両面から、地方消費者行政の現状を把握、分析し、

今後の地方消費者行政の充実・強化に向けた支援策の企画・立案を行って

いる。特に、平成 25 年度当初予算の要求に向けて、基金の効果を検証し、

今後に向けては、地方消費者行政の①身近な消費生活相談体制の下支えと

②地域の消費者問題解決力の向上を支援することが課題であるとの結論に

至り、要求を行った。また、同要求に当たっては、アウトプットの指標と

しては、基礎的自治体による消費生活相談体制の人口カバー率を 100％
（99.0％（平成 24 年 4 月 1 日現在）とすること、アウトカムの指標として

は、消費者被害に遭った人のうち、「どこに相談すればよいのかわからなか

った」「相談する適切な相手がいなかった」人の割合（消費者庁「消費生活

に関する意識調査」23 年度調査結果：18.8％）の減少を掲げている。 
引き続き、平成 26 年度以降の財政支援の在り方について検討を行う必要

がある。この検討に当たっては、現況調査や自治体との意見交換等を踏ま

えながら進めていきたい。 

 

◎これまでの基金等を通じた支援策では必ずしも十分に対応

できなかった事項や、今後の支援策を講じるに当たってよ

り改善・強化を図るべき課題についてどのように考えてい

るのか、現況調査の分析や自治体との意見交換の結果等を

交えつつ、より詳しく説明願います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○これまで支援策の検証・評価結果や策定時以降の情勢変化

等を踏まえ、指針の内容についてどのような見直しを行う

ことが必要と考えているのかを説明願います。 
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建議事項（平成 24 年７月 24 日） 実施状況報告（消費者庁・総務省）（平成 25 年３月） 説明願いたい事項 

（２）活性化基金で新設・増設した相談体制維持のための財政支援等 

 活性化基金を活用して新たに消費生活相談体制を立ち上げた地方自治体

を中心に、活性化基金終了後における体制維持のために必要な予算確保の

見通しが立っていないところが多いと考えられる。活性化基金終了後の新

たな局面へのソフトランディングを図るため、自主財源確保が困難な自治

体が行う基礎的な取組を下支えするための最低限の財政支援については確

実に措置するとともに、自立に向けた道筋がつくまでの当面の間において

はそれを継続すべきである。 

 また、厳しい財政状況の下での相談体制の維持や、より効果的な取組を

行うための体制整備を目的として、広域連携や「よろず相談窓口」化など

を模索する自治体が増えると考えられる。このため、先進事例の発掘・紹

介などの情報提供をさらに強化するとともに、これらの取組を円滑化する

ための財政支援や制度的措置を講ずることにより、自治体における自助努

力を積極的に促し、これを後押しすべきである。 

 

（消費者庁） 

① 相談体制維持のための財政支援について 

 平成 25 年度における財政支援については、平成 24 年度補正予算におい

て、基金を平成 25 年度末まで延長可能とし、60.2 億円の上積みを行った。

これまで充実・強化されてきた取組が後退しないよう、今後も積極的に取

り組む自治体を下支えし、迅速な被害回復を図るとともに、地域の消費者

問題に関する取組活性化により被害の未然防止・拡大防止を図ることが重

要な課題だと認識しており、平成 26 年度以降の財政支援について、引き続

き検討をしていく。 

 また、「地方消費者行政に対する国の財政措置の活用期間に関する一般準

則」（平成 25 年２月 27 日付け消地協第 25 号。以下「一般準則」という。）

を、消費者庁長官通知として制定したところである。この一般準則は、平

成 26 年度以降についても視野に入れ、基金等の個別事業ごとの活用期間に

関するルールを定めるものである。 

この一般準則は、消費者庁として、各自治体の消費者行政体制が定着す

るまでは、継続的な支援が必要であるとの認識を明示するものである。ま

た、この一般準則は、自治体に対して長期的な体制整備のロードマップを

示すものでもある。各自治体において、一般準則に示された期間を踏まえ

つつ、円滑かつ計画的に、自主財源に移行する道筋を付けていただくよう

促していくことを目的としている。 

 

② 広域連携等について 

 平成 21 年７月１日付け府国生第 703 号内閣府国民生活局長通知別紙「地

方消費者行政活性化基金管理運営要領」（以下「運営要領」という。）を、

平成 25 年２月 26 日に改正した。この改正により、広域連携による消費生

活相談体制の整備を図るため、従来、広域連携による消費生活相談体制整

備について基金が活用できるのは、消費生活センターの新設・拡充のみで

あったが、消費生活センターを含む消費生活相談窓口の新設・増設・拡充

に対象を拡大した。あわせて、広域連携の枠組みにより消費生活相談体制

整備をしている事例が周辺にない自治体を支援するため、先行事例調査に

要する謝金及び旅費についても、基金の活用が可能であることを明示した。

また、広域連携やよろず相談窓口の事例については、平成 24 年７月に取り

まとめた「指針」では、事例集で、先進事例として取り上げる（広域連携

は 13 事例、よろず相談窓口は２事例）など、情報提供を行っている。今後

も引き続き、事例提供などにより、自治体による広域連携等の取組を支援

していく。 

 

 

 

○①一般準則に基づき自治体の自主財源確保に向けた道筋を

どのようにつけていくのか、②一般準則で示された国の財

政措置の活用期間をもってしても、十分な自主財源を確保

できない自治体が残る場合にどのように対応するのか、を

説明願います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○①広域連携や「よろず相談窓口」を実施している自治体、

あるいはこれから実施しようとしている自治体では実務上ど

のようなことが制約や課題になっているのか、②これらを改

善するために国や都道府県がそれぞれどのような支援を行う

のか、について説明願います。 
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建議事項（平成 24 年７月 24 日） 実施状況報告（消費者庁・総務省）（平成 25 年３月） 説明願いたい事項 

（３）地方消費者行政に係る国からの財政負担の在り方の検討（消費者庁、関係

省庁） 
 消費者庁の設置以降、消費生活センター・相談窓口の設立・運営、PIO-NET
の追加配備に伴う相談内容・結果等の精査と入力、消費者安全法に基づく消費

者事故等の国への通知、広域的に活動する悪質事業者への法執行等、法定受

託事務的な要素が強い業務に係る地方自治体の負担が増加している。これに

対して、地方交付税措置の拡充による一定の手当てが講じられているが、実際

にはこれに対応した予算・人員の配分が行われていないことから、各自治体の

消費者行政部局において、慢性的な繁忙化や機能低下といった問題が生じてい

る。 
 このような状況を是正し、地方において持続的に消費者行政を展開する上で

の基礎を確立するため、自治体が主に国の政策的要請に基づいて行っている

業務に係る負担の実態を把握した上で、これらの業務の遂行に要する財源をよ

り確実に消費者行政担当部局へ配分するために必要な国からの財政負担の在

り方について、地方財政法第 10 条に規定する国庫負担金や同法第 16 条に規

定する裁量的な補助金等を含めて幅広く検討を行い、必要な措置を講じるべき

である。 

（消費者庁） 

消費生活センター・相談窓口の設立・運営をはじめ、上記（３）に列挙

されている事務については、自治事務である地方消費者行政そのものであ

る。 
地方消費者行政については、消費生活の「現場」である自治体の主体的

な判断の下でその具体的な内容を決定し、充実・強化のための人員と予算

を確保し、体制整備や事業を推進していくことが基本である。しかし、現

状では、各自治体において地方消費者行政に必要な自主財源の確保に向け

た努力が行われているものの、いまだ必要な財政措置がされている状況で

はないことから、「集中育成･強化期間」で整備された地方消費者行政体制

を維持･充実していくため、平成 24 年度補正予算において 60.2 億円の基金

の上積みを措置している。 
地方交付税措置については、消費生活相談員の人件費を含めた消費者行

政に必要な財源を確保し、自治体の取組を支援するため、消費者行政に係

る基準財政需要を平成 21 年度に総額 90 億円から約 180 億円に倍増し、23
年度にはさらに約 225 億円に増額した（うち、相談員の報酬単価について

は平成 21 年度に年間 150 万円から約 300 万円に倍増）。このほか、法執行

に係る地方交付税措置も措置済みである。 
 これらの措置を踏まえると、地方財政法第 10 条による措置を行うことは

困難と考えられ、想定していないが、引き続き、地方消費者行政を最も効

果的に下支えできるような財政支援の在り方について検討してまいりた

い。 

 
◎多くの自治体において左記のような業務は主に国の政策的

要請に基づき行っていると認識されていることや、消費者

庁発足以降、これらに係る自治体の業務負担が大幅に増加

している実態についてどのように認識しているのかについ

て説明願います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◎仮に国からの義務的な経費負担が困難であるとしても、「ど

こに住んでいても消費生活相談を受けられる体制づくり」

という「ナショナル・ミニマム」を維持するためには、地

方消費者行政を、「特定の施策を行うために特別の必要があ

る場合（地方財政法第 16 条）」と位置付けて、特に財政基

盤の弱い小規模自治体を中心に、国から一定の財政支援を

継続することが必要と考えられるが、消費者庁としての考

え方を説明願います。 
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建議事項（平成 24 年７月 24 日） 実施状況報告（消費者庁・総務省）（平成 25 年３月） 説明願いたい事項 

（４）消費生活相談員の雇止めの抑止・処遇改善等 
 消費生活センター・相談窓口の現場を担う消費生活相談員には専門知識

や経験の蓄積等が求められるにも関わらず、そのほとんどが臨時・非常勤

職員として任用されている。相談員の専門性が高まったところで雇止めと

なれば、相談員や地方自治体、地域住民のそれぞれにとって大きな損失と

なる。雇止めの抑止に向けて、消費生活相談員について一律に任用回数の

制限を設けることは適切ではないことについて、自治体に対する周知を徹

底すべきである。また、雇用期間・処遇面での改善を図るための選択肢の

一つとして、消費生活相談員が「任期付短時間勤務職員制度」の対象とな

り得ることを明確化するとともに、専門性を要する消費生活相談員の雇止

めを抑止し、適切に処遇するためのより柔軟な専門職任用制度の在り方に

ついて、検討を深めるべきである。また、消費生活相談員の専門職として

の評価を高めるための資格制度やその法的な位置づけの在り方について

も、早期に成案を得るべきである。 
 なお、消費生活相談業務の民間委託や指定管理者制度の導入については、

その業務特性や住民に対するサービス水準への影響等を十分に検証した上

で判断されるべきである。 
 

（消費者庁） 

① 消費生活相談員の雇止めについて 
消費者庁では、消費生活相談員の専門性やその果たしている重要な役割

に鑑み、各自治体において、再度任用する回数に関して一律に制限を設け

ることなく、消費生活相談員の専門性に配慮した任用を行うよう、これま

で消費者庁長官名で自治体の首長宛に合計３回通知を発出し、見直しを求

めている。 
また、総務省と協議を行い、①実態として非常勤職員の行う業務の中に

も恒常的な業務があること、②任期ごとに客観的な実証を行った結果とし

て、同じ者を再度任用することは排除されないこと、については総務省と

も認識を共有していることを、２回目の通知である「消費生活相談員に対

するいわゆる「雇止め」の見直しについて（依頼）」（平成 24 年８月 28 日

付け消地協第 107 号）以降、明記している。 
さらに、先日自治体向けに発出した一般準則では、雇止めを行っている

自治体の場合は、基金の活性化事業のメニューのうち、「４．消費生活相談

体制整備事業」（消費生活相談員等の配置・処遇改善）、「２．消費生活相談

員養成事業」、「３．消費生活相談員等レベルアップ事業」（消費生活相談員

等の研修への派遣や研修の開催）について、基金等の活用期間を原則であ

る７年（小規模市町村については９年）から、２年短縮することとし、自

治体の取組を促している。 
今後も雇止めがなくなるまで、雇止めの見直しに関する通知については

発出し続ける等、引き続き取組の徹底に努める。 
 
② 消費生活相談員の法的位置付けの明確化等について 
現状では、消費生活相談に従事する者の資格が、どのような要件及び手

続により付与されるかは、法令上規定されていない。このような現況に鑑

み、消費者庁において、平成 23 年 10 月より「消費生活相談員資格の法的

位置付けの明確化等に関する検討会」を開催し、消費生活相談員資格を明

確に法律に位置づける必要性、資格付与の要件・手続、及び「消費生活相

談員」職の法的位置付け等これらと併せて措置すべき事項について検討し、

昨年８月に中間取りまとめを行った。 
引き続き、消費生活相談業務の一層の質の向上と体制の整備を図る観点

から、相談員資格の法律への位置付け等の具体化に向けて必要な事項につ

いて、関係者の意見も聴きながら検討していく。 
 

③ 消費生活相談業務の民間委託、指定管理者制度について 
 消費生活相談業務の民間委託や指定管理者制度の導入については、受託

者が消費生活相談業務に関する実績のある者であれば、質の確保された消

 
 
◎①これまで自治体への働きかけを行った結果として、どの

程度の自治体が雇止めの見直しを行ったのか、②自治体へ

の働きかけを行う上でどのような点が決め手となり、どの

ような点が制約となっているのか、③より効果的な要請を

行う上で総務省に対してどのようなことを期待するのか、

について説明願います。 
 
○自治体の首長宛てに文書を発出しても、消費者行政担当部

局に転送されてしまい、首長や人事・財政当局の目に直接

触れることは少ないとの指摘もあるが、より効果的な要請

を行うためにはどのような工夫が必要であると考えている

かについて説明願います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○①検討会の中間取りまとめを行った以降の検討状況や今後

の予定等について説明いただくとともに、②仮に速やかな

実現を阻んでいる要因があるとすれば、それがどのような

ものであるのかについて説明願います。 
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費生活相談対応の実現などのメリットがある一方で、入札により受託者を

決定するため同一の者が継続して受託できない可能性などのデメリットも

ある。 
 民間委託を行うかどうかについては、そのメリットとデメリットを考慮

した上で自治体において判断していただくことになるが、消費者庁として、

相談業務の質が担保されるように十分に配慮いただくことが必要であると

考えている。 
なお、消費者庁長官から各自治体の首長宛に発出した「消費生活相談員

の雇止めの見直しについて（依頼）」（平成 24 年８月 28 日付け消地協第 107
号）及び「消費生活相談員に対するいわゆる「雇止め」の見直しについて

（依頼）」（平成 25 年２月 27 日付け消地協第 26 号）においては、こうした

観点から、自治体が消費生活相談員を直接任用していない場合にも、直接

任用している場合と同様、消費生活相談員がその果たしている役割に見合

う処遇を受けられるよう要請している。 
 

 

（総務省） 

① 消費生活相談員に一律に任用回数の制限を設けることは適切ではない

ことについて、自治体に対する周知を徹底すること 
総務省としては、①実態として非常勤職員の行う業務の中にも恒常的な

業務があること、②任期ごとに客観的な実証を行った結果として、同じ者

を再度任用することは排除されないこと、について消費者庁と認識を共有

している。 
消費者庁が「地方消費者行政の充実・強化のための指針」（平成 24 年７

月）を地方公共団体に送付した際に添付された内閣府特命担当大臣（消費

者）名のメッセージについて、総務省の下記会議において臨時・非常勤職

員に関する対応を説明する際に、同メッセージに留意するよう呼びかけて

いる。 
・全国人事委員会事務局長会議（平成 24 年８月 28 日） 
・全国人事担当課長・市町村担当課長会議（平成 24 年８月 29 日） 
・全国都道府県財政課長・市町村担当課長合同会議（平成 25 年３月４日）

 
② 消費生活相談員が「任期付短時間勤務制度」の対象となり得ることを明

確化すること 
任期付短時間勤務制度については、総務省で毎年運用状況に関する調

査を行っており、その調査結果を地方公務員月報（総務省自治行政局公

務員部公務員課編）において公表しているところである。 
任期付短時間勤務制度の活用を促すため、各地方公共団体における任

期付短時間勤務職員の採用事例も公表しており、平成 24 年 10 月号の地

方公務員月報で公表した調査結果において、消費生活相談員についても

 
 
 
○①民間委託や指定管理者制度を導入した自治体における相

談・啓発業務の質（特にあっせん力）や相談員の処遇の状

況について、消費者庁としてどのように把握し、どのよう

に評価しているのか、②仮に相談・啓発業務の質や相談員

の処遇が著しく悪化するような事例が出てきた場合に、消

費者庁としてどのような対応をとるつもりであるのか、に

ついて説明願います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◎①左記のような認識について、総務省としても消費者庁と

の連名等により文書を発出する予定はないのか、また、②

継続的に自治体への周知を行うために、非常勤職員に係る

法令の解説・コンメンタールや制度運用についてのガイド

ライン等にその旨を明記する予定はないのか、について説

明願います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◎①運用状況の調査結果のポイントや採用事例の概要につい

て説明いただくとともに、②消費生活相談員が同制度の対

象として採用される事例が少ないことの要因としてどのよ

うなことが考えられるのか、③採用事例を増やすために左

記の事実について自治体に対してより積極的に周知を図る

予定がないのか、について説明願います。 
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任期付短時間勤務職員の採用事例として紹介している。 
また、平成 24 年５月号の地方公務員月報の「任期付短時間勤務職員

の活用について」という記事の中で、任期付短時間勤務制度を充てるポ

イントとなる要素や留意点を明らかにしている。 
 
③ より柔軟な専門職任用制度の在り方について検討を深めること 
総務省では、これまでも地方公共団体の臨時・非常勤職員の問題につい

て実態調査や検討会での検討を行い、その任用の適正化や処遇改善等に向

けて対応を行ってきている。 
今般、改めて臨時・非常勤職員の実態を把握するため、全地方公共団体

の臨時・非常勤職員の実態調査を行い、現在調査結果を集計しているとこ

ろ。 
今後、実態調査の結果を踏まえ、議論をしていく予定。 

 

 
 
 
 
 
 
○実態調査についてはどのような事項について調査を行い、

いつまでに公表するのかについて説明願います（なお、現

時点で明らかにできる内容があれば、あわせて説明願いま

す）。 
 
 
○いつまでに、どのような論点について議論を行うのかを、

より具体的に説明願います。 
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建議事項（平成 24 年７月 24 日） 実施状況報告（消費者庁・総務省）（平成 25 年３月） 説明願いたい事項 

（５）地方消費者行政に係る自主財源・人員確保等に向けた働きかけ 
 地方消費者行政の充実・強化を図るために、地方交付税措置が大幅に拡

充されたにも関わらず、その位置づけや政策的重要性に関する認識が十分

に浸透していないことから、地方自治体においてそれに対応した自主財源

や担当職員が配分されていない。自治体における予算編成や人員配置にお

いては首長によるリーダーシップや議会の後押しが重要であることから、

国から自治体の首長等に対して、地方消費者行政の位置づけや政策的重要

性について改めて理解を求めるとともに、自主財源・人員の確保に向けた

働きかけをさらに強化すべきである。 
 あわせて、警察・消防・福祉・教育など自治体の関連部局間における横

断的連携体制の強化等を通じて、消費者行政を総合的かつ効果的に推進す

ることについても引き続き要請を行うべきである。 
 

（消費者庁） 

① 地方消費者行政に係る自主財源・人員確保に向けた働きかけ 
自治体における予算編成や担当職員の配置等においては、首長によるリ

ーダーシップや自治体全体における地方消費者行政の政策的重要性の認識

が大きな影響を持つことから、指針においても、「首長のリーダーシップと

消費者行政に対する自治体全体の認識深化」を自治体に期待することの１

つとして掲げ、自治体に対して働きかけを行っている。また、消費者庁長

官が各自治体に赴く際には、可能な限り自治体の首長に面会し、地方消費

者行政の重要性を訴えかけている（平成 24 年９月以降 13 回）。 
さらに、一般準則では、事業ごとの基金等の活用期間を定めているが、

特例として、自治体独自の取組として基金等を活用して整備した体制を維

持又は更に強化することを毎年度表明した場合には、基金等活用期間を２

年延長することとしている。これにより、自治体に対して首長の地方消費

者行政への認識を深化させることの重要性を一層明確にするとともに、そ

の動機付けを行っている。 
 
② 自治体における横断的連携体制の強化 
消費者問題は分野横断的であり、幅広い連携体制の整備が不可欠である

という認識の下に、指針において、各自治体が首長をトップとして関係部

署で構成する推進本部を設置する等、消費者行政を強力に推進するための

体制の構築を自治体に期待することとして記載している。自治体に対して

は、事例を取り上げる等しながら、引き続き要請を行う。 
 また、運営要領を改正し、消費者行政担当職員に限らず、消費者問題へ

の関心を喚起するための研修・講習等（庁内職員向け研修を含む。）の開催

等についても、基金の対象事業となることを明記し、活用を促している。 
 

 
 
○一般準則の特例措置に加えて、自治体の消費者行政担当部

局が予算・定員要求を行うための材料提供を行うため、地

方自治の本旨に留意した上で、人口や相談需要等に応じた

消費者行政の体制整備についての「目安」や消費者行政に

対する基準財政需要と実際の予算措置状況などの情報を積

極的に発信していくことも有効ではないかと考えられる

が、消費者庁としての考え方について説明願います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
○①自治体における分野横断的な連携体制を強化する上で、

実務上どのようなことが制約や課題になっているのか、②

これらを改善するために国や都道府県がそれぞれどのよう

な支援を行うのか、について説明願います。 
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建議事項（平成 24 年７月 24 日） 実施状況報告（消費者庁・総務省）（平成 25 年３月） 説明願いたい事項 

（６）消費生活センター・相談窓口機能における自治体間格差の是正 
 開設間もなく、体制整備が不十分な消費生活センター・相談窓口等にお

いては、相談の受付日数や処理能力等の面で制約があることから、支援・

バックアップ体制をさらに改善・強化すべきである。また、消費生活相談

員資格を有する相談員の配置には自治体間において大きな格差が存在する

ことから、同資格をより取得しやすくするための措置を講じるべきである。

 なお、東日本大震災・原発事故の被災地においては、被災者の生活支援、

震災にまつわる悪質商法の排除、放射性物質に係るリスクコミュニケーシ

ョン等、消費者相談へのニーズが高まっているにも関わらず、自治体機能

の制約により十分な対応が行えない場合もあることから、財政・人員面で

の支援を含め、格別の配慮がなされるべきである。 
 

（消費者庁） 

① 消費生活センター等における自治体間格差の是正 
従来から、都道府県や市町村が消費生活相談員等を対象とした研修を開

催する場合や、消費生活相談員等を各種の研修に派遣する場合等に、基金

の活用を可能とするとともに、消費生活相談対応の質の確保・向上のため

には、消費生活相談員等のレベルアップに積極的に取り組むよう、指針等

により働きかけてきた。加えて、基金では消費生活相談員等の人件費につ

いても活用を可能とし、消費者の身近なところで、専門的な消費生活相談

対応を受けられる体制整備を後押ししてきた。また、相談員資格保有者が

少ない地域においても資格保有者を増やすことができるよう、相談員養成

のための事業（養成講座の開講等）についても基金が活用できるようにな

っている。 
さらに、国民生活センターにおいて、実務経験豊富な消費生活相談員が、

主として、小規模な消費生活センターや消費生活センターが設置されてい

ない市町村等の相談窓口を定期的に巡回し、そこに勤務する相談員や担当

自治体職員に対して、相談への対応や困難事案の解決等に関して直接助言

等を行う「消費生活相談専門家による巡回訪問事業」を実施してきた。 
基金については、平成 24 年度補正予算成立をうけて運営要領を改正した

が、質の高い相談体制の構築には消費生活相談員の養成・レベルアップが

不可欠であることに鑑み、これらの事業については、引き続き基金の活用

を可能としている。 
国民生活センターは、平成 25 年度から、都道府県が実施する「市町村に

対する巡回訪問」に対して、巡回訪問の質の向上を図るとともに、都道府

県の円滑な運営への支援を行う「地域消費生活相談支援事業」を開始する

予定である。 
 
② 被災地における消費者相談へのニーズの高まりへの対応 
被災地の地方消費者行政に対する財政支援としては、東日本大震災を受

けて各都道府県に造成されている基金について、「運営要領の弾力化」を行

い、①震災対応の緊急事業への活用を可能とするとともに、被災４県（岩

手県、宮城県、福島県、茨城県）については、②いわゆる「２分の１基準」

の緩和、③取り崩し期限の延長（最大平成 25 年度末まで）といった柔軟な

運用を可能とした。 
さらに、震災・原発事故を受けた緊急対応（食品等の放射性物質検査、

食の安全性等に関する消費生活相談・啓発等）により、被災４県では基金

に不足が見込まれるため、平成 24 年度予算において約 3.64 億円の上積み

を行っている。平成 25 年度当初予算案においても約 7.29 億円を措置し、

引き続き被災地のニーズに対応できるよう、対応を行っているところであ

 
 
○①国や国民生活センターからの支援・バックアップを活用

して体制整備や相談員のレベルアップが進んだ自治体と十

分に進んでいない自治体との間では、取組にどのような違

いがあるのか、②成功事例を全国的に波及・展開させてい

くために消費者庁としてどのようなことに重点を置いて支

援を行うのか、について説明願います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○今後の支援策を検討するに当たり、被災地自治体のニーズ

や要望等をどのように取り込んでいくのか、について説明

願います。 
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る。 
また、人的支援としては、被災者の方々の生活再建を図る上で必要とな

る総合的な相談体制の構築に対する支援を行うため、平成 23 年５月より国

民生活センターと共同で、地元自治体からの要請等、地元ニーズを踏まえ

つつ、被災地自治体における相談窓口に各分野の専門家を派遣する｢東日本

大震災による被災地への専門家派遣事業｣を実施している。 

これまでに、岩手県、宮城県、福島県、茨城県の自治体相談窓口（20 自

治体 73 か所、うち５自治体５か所は法テラスとの連携）へ、弁護士、司法

書士、行政書士、税理士、建築士、土地家屋調査士、社会保険労務士、社

会福祉士、ファイナンシャル・プランナーを延べ 5,117 人日派遣した（平

成 24 年 12 月 31 日までの延べ人日）。 
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建議事項（平成 24 年７月 24 日） 実施状況報告（消費者庁・総務省）（平成 25 年３月） 説明願いたい事項 

（７）都道府県における法執行力の強化 
 悪質商法等への対策を講じるにあたっては、国とあわせて都道府県にお

ける法執行を強化することが重要であるが、その実績には各都道府県間で

大きなばらつきが見られる。都道府県における法執行の強化に向けて、都

道府県の執行権限、執行体制、国や関係自治体との連携、国からの人的・

技術的支援等の各面における充実・強化を図るべきである。また、一つの

都道府県で処分された悪質業者が他の地域で営業をするといった例が多発

していることから、当該都道府県における処分の効果を全国に及ぼすこと

ができるような制度の在り方について検討を行うべきである。 
 

（消費者庁） 

技術面の自治体への支援として、特定商取引法及び景品表示法の執行ノ

ウハウを有する人材の育成のため、都道府県の法執行担当者を対象とした

執行初任者研修及び法執行専門研修を年に１回ずつ実施している。このほ

か、特定商取引法の処分実績の少ない県に対しては、経済産業局等が立入

検査に立ち会うなどにより、都道府県担当者に法執行ノウハウの伝授を行

っている。平成 25 年度に、高齢消費者の二次被害防止モデル事業を実施し、

協力者の自宅に通話録音装置を一定期間設置し、装置により取得した悪質

商法と疑われる録音データを定期的に回収し、この情報を分析し、手口公

表・行政処分等の法執行につながるか、コスト、効果、課題を検証する。 
 また、国民生活センターや経済産業局などの関係機関と連携して、政策

や法執行などに関する情報を自治体と共有するため、「消費者行政ブロック

会議」を全国６ブロックで開催している。 
 
さらに、景品表示法については、公正取引委員会地方事務所・都道府県

等とのブロック別連絡会議を開催し、執行機関間における連携強化による

有効な執行体制の拡充を図ったほか、更なる連携強化に向けて、景品表示

法執行 NET システムの構築を行い、景品表示法の違反被疑調査情報や事業

者からの事前相談情報等について、消費者庁、公正取引委員会地方事務所、

都道府県等の間で情報共有を図っている。 
このほか、特定商取引法に関しては、消費者庁と都道府県による特定商

取引法執行ネットを活用して、既存の執行事案についての情報を共有する

とともに、執行の際に必要となる解釈事例についても情報共有を図るほか、

特定商取引法違反により、一つの都道府県で処分された後、別の都道府県

で営業を行い、同様の違法行為を繰り返す事業者に対しては、国（消費者

庁及び各経済産業局）が責任をもって法に基づき厳正な対応を図っている。

食品表示については、関係機関相互の情報共有を図り、不適正な食品表

示を行う事業者に対する処分等の対応をとるため、都道府県の関係機関と

国の地方機関で構成する「食品表示監視協議会」を 47 都道府県に設置して

いる。こうした地方における対応が円滑に実施されるよう、関係省庁の間

で「食品表示連絡会議」を設置して、不適正な食品表示に関する監視強化

を進めている。 
 

消費者安全法では、同法上の報告徴収・立入調査等の権限を、都道府県

知事又は消費生活センターを置く市町村長の同意に基づき委任することが

できるとしている。 

現在、生命・身体事案のうち重大事故等で、かつ、すき間事案である場

合の調査権限について同意した 39の地方公共団体に委任しているところ、

 

○①法執行を行う必要があるのにも関わらず執行実績が低い

自治体では特にどのような点が制約になっているのか、②

これを補完するために国がどのような支援を行うことが効

果的なのかについて、具体的な事例も交えつつ説明願いま

す。 
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消費者安全法の一部を改正する法律第２条（行政措置関係）の施行（平成

25 年４月１日）により、消費者の財産被害に係るすき間事案にも行政措置

（事業者に対する勧告及び命令）が導入されるのを機に、自治体に委任す

る権限の範囲を従来の「生命・身体事案のうち重大事故等で、かつ、すき

間事案」から「生命・身体事案及び財産事案の消費者事故等」に拡大する

こととし、より多くの自治体に委任権限を活用してもらうべく、自治体の

要望に応じて説明会を開催するなど、積極的な働きかけを行っている。 

今後、必要な手続を経て、消費者安全法の一部を改正する法律の施行に

併せて告示を改正し、権限の委任の範囲を拡大する予定。 
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建議事項（平成 24 年７月 24 日） 実施状況報告（消費者庁・総務省）（平成 25 年３月） 説明願いたい事項 

（８）消費者行政担当職員・消費生活相談員のレベルアップのための研修

の強化 
 地方自治体における消費者行政担当職員や消費生活相談員の専門能力・

意識の向上を図るためには、国民生活センター等が開催する研修への参加

が有効であることから、現場のニーズを踏まえた、多様な研修プログラム

を提供することが重要である。その際、研修参加のための出張費用の確保

が年々厳しくなってきているとの現場の声を踏まえ、できるだけ地方にお

ける開催機会を増やすとともに、多様な研修手法を提供するため、地域の

消費者団体や大学との連携やe-ラーニング等の活用も検討すべきである。 
 

（消費者庁） 

消費生活相談員を含む消費者行政担当職員のレベルアップを図るため、

研修への派遣や、研修を開催するための経費について、基金を活用するこ

とが可能である。 
また、国民生活センターでは、消費生活相談員及び行政職員向けを中心

とした研修を全国で実施しており、このうち、６割超を地方にて開催して

いる。また、新たな研修方法として、職場や自宅でも講座が視聴できる「オ

ンデマンド配信」など、インターネットを活用した遠隔研修を試行してい

る。それらの結果を踏まえ、研修の開催地や研修方法については、より参

加しやすくなるよう一層の工夫を重ね、引き続き努力していく。 

 

○①相談員の実務的研修のモデルとなる事例としてどのよう

なものがあるか、また、②研修を行ったことによる成果を

どのように把握し、どのように今後の改善につなげている

のかを説明願います。 

 

○行政職員向け研修が不足しているとの指摘があるが、その

充実に向けた取組について説明願います。 

 

○自治体間で研修参加の積極度に格差がある現状についてど

のように認識し、どのような対策を講じているのかについ

て説明願います。 

（９）基本マニュアル・相談事例集等の体系的整備・更新と自治体への提供 
 消費生活相談員や消費者行政担当職員が、消費生活相談や法執行能力を向

上するためには研修に参加することが有効であるが、地方の消費者行政・相談

窓口の業務運営において共通する基本的事項や全国的に多発している消費者

被害への対処方法等については、国レベルで「基本マニュアル」や「相談事例

集」等を体系的に整備・更新し、定期的に各地方自治体に提供することによって

もある程度代替が可能であると考えられる。特に、立ち上げ間もない自治体にお

いては、このような基礎的資料を提供することによる効果は高いと考えられるこ

とから、国や国民生活センターにおいて、その内容や実施方法等について検討

を行うべきである。 

（消費者庁） 

 消費者庁では、国民生活センターと連携して基礎的な消費生活相談対応

マニュアル（以下「マニュアル」という。）を公益社団法人全国消費生活相

談員協会に委託し、作成した。 
 マニュアルの構成は以下のとおりであり、消費生活相談窓口や消費生活

センターに従事する消費生活相談員や消費者行政担当の行政職員が、消費

生活相談対応を行うにあたり、的確な対応・処理を行うための一助となる

ことを期待している。 
 ①消費生活相談業務を担うに当たっての心構えや留意点、よくある疑問

に対する回答 
②消費生活相談対応事例（100 事例） 
③資料集 

 今後、全国の自治体の消費者行政担当課及び消費生活相談員に提供する

ほか、国民生活センターが運営する「消費者行政フォーラム」に掲載する

予定である。 
 

 

○基本マニュアルや相談事例集等については、今後、新たな

相談事例の蓄積や消費生活相談員・消費者行政担当職員か

らのフィードバック等を踏まえて、継続的に更新・拡充し

て行くことが有効と考えられるが、今後の取組方針につい

て説明願います。 
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建議事項（平成 24 年７月 24 日） 実施状況報告（消費者庁・総務省）（平成 25 年３月） 説明願いたい事項 

（10）消費者教育・啓発の推進 
 学習指導要領への消費者教育の導入、消費者教育推進法の国会審議等の

動きを踏まえ、消費者庁や文部科学省等の連携の下、学校・地域等におけ

る消費者教育を推進するための地方自治体の取組に対する支援を強化する

べきである。 
 また、消費生活センター・相談窓口の周知や全国的な問題に対する消費

者啓発等、国レベルで一元的に実施した方が効率的かつ効果的な事項につ

いては、国や国民生活センターがより積極的に実施するべきである。 

（消費者庁） 

① 消費者教育・啓発の推進について 
消費者教育の基盤整備として、消費者教育に関する様々な情報を提供す

るため、消費者教育ポータルサイトにおいて、広い範囲での消費者教育の

情報を収集・提供し、内容の一層の充実に努めている。また、自治体にお

いて、消費者教育の推進に関する法律に沿った消費者教育・啓発の取組を

行う場合にも、基金を活用していただくことができ、自治体向けの説明会

等においても、積極的にその旨を伝えている。さらに、今後、同法に基づ

き「消費者教育の推進に関する基本的な方針」を策定する予定であり、基

本方針の策定を踏まえて自治体において努力義務となっている消費者教育

推進計画の策定が進むことを期待している。なお、文部科学省とは、引き

続き、連携して施策を推進していく。 
 
② 消費生活センター等の周知・全国的な問題の消費者啓発 
 消費生活センター等の周知については、どこに相談すればよいのか分か

らない消費者を最寄りの消費生活センター等に案内する「消費者ホットラ

イン」を運用し、消費生活センター等で消費生活相談が受けられることに

ついても併せて周知を図っている。また、国民生活センターのホームペー

ジにおいても、全国の消費生活センター等を紹介している。 
全国的な消費者問題については、子どもの思わぬ事故を防ぐための注意

点や豆知識をメール配信サービス「子ども安全メールｆｒｏｍ消費者庁」

により配信している。国民生活センターにおいても、勧誘の手口や製品事

故に関する情報を提供するため、高齢者・障がい者や、見守る立場の方々

向けのメールマガジン「見守り新鮮情報」、子どものいる家庭の保護者、子

どもを見守る立場の方々など向けのメールマガジン「子どもサポート情報」

を発信しているほか、注目すべき消費者問題のテーマをピックアップし、

ホームページに記事としてまとめて掲載することにより周知を図ってい

る。 

平成 24 年５月 22 日から６月 29 日にかけ、深刻な相談が多数寄せられて

いるサクラサイト商法に関する消費者への注意喚起として、消費者庁及び

国民生活センターにて「詐欺的“サクラサイト商法”被害撲滅キャンペー

ン」を実施し、被害撲滅に向けた啓発活動を行った。 
さらに、平成 24 年 10 月には、近年増加する高齢者を中心とした消費者

トラブルの未然防止・啓発と相談窓口の周知を目的とした「高齢者の消費

者トラブル」未然防止キャンペーンを警察庁、金融庁、消費者庁連携の下、

政府広報を通じて行った。 

 引き続き消費生活センター等の周知や全国的な問題に対する消費者啓発

等に努める。 

 

 

○消費者教育推進法に掲げられた消費者市民社会の実現に

向けた基本的な考え方について説明願います。 

 

○各地域において消費者教育・啓発を推進するに当たり、各

自治体の消費者行政担当部局と教育委員会との間の連携が

不十分であることや、推進法により設置の努力義務が課せ

られている消費者教育推進地域協議会の実効性について懸

念する声が聞かれるが、推進法の趣旨に沿ってこれらを有

効に機能させるための具体的な方策について説明願いま

す。 

 

 

○国や国民生活センターが消費者向けの周知や啓発等を行う

に当たり、自治体側のニーズや要望等をどのような形で反

映しているのか、について説明願います。 
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建議事項（平成 24 年７月 24 日） 実施状況報告（消費者庁・総務省）（平成 25 年３月） 説明願いたい事項 

（11）消費者団体の育成・支援 
 消費者団体は、消費生活に係る相談案件の掘り起しや丁寧な情報提供等の

消費者啓発活動を通じて消費者行政の基盤を支えている。地方消費者行政の

充実・強化に向けた取組を推進する上でも、地域の消費者団体が果たす役割は

大きいと考えられることから、消費者団体の育成・支援のための取組をさらに強

化すべきである。さらにこの一環として、各地域における適格消費者団体の設立

や機能強化のための支援を行うべきである。 

（消費者庁） 

地域における消費者問題解決力の向上を図る上で、行政と消費者団体を

含む地域の多様な主体との連携が不可欠である。このことから、基金につ

いて、平成 24 年度当初予算では、地域の多様な主体と連携した取組を支援

するために、５億円を措置するとともに、運営要領の改正を行い、消費者

団体等の活動に対して、自治体が補助を行うための経費についても基金を

活用できるようにした。 
また、地域の消費者団体等が交流する場として、全国８つのブロック毎

に「地方消費者グループ・フォーラム」を開催し、地域におけるネットワ

ーク構築と活動の活性化を支援している。また、平成 25 年度消費者月間シ

ンポジウムでは、各ブロックからグループ・フォーラム参加団体を集め、

事例発表等を行うこととしている。これにより、地域の消費者団体の取組

を全国的に共有し、地域の消費者問題解決力の一層の向上を図ることとし

ている。 
また、適格消費者団体の設立や活動の支援に関しては、従来から基金の

活用が可能であることから、消費者庁として取組例を自治体に示すことに

より、自治体の積極的取組を促してきた。さらに、平成 24 年度予算で、消

費者団体訴訟制度や適格消費者団体の活動の周知・普及をすべく、全国５

か所でシンポジウムの開催及び制度に関する質問等に答える窓口の設置を

内容とする委託事業を実施している。 
加えて、平成 25 年度予算案では、シンポジウムの開催と窓口の設置を内

容とする委託事業を継続するほか、新規事業として差止請求による成果を

活用した普及啓発事業を実施することとしている。同じく平成 25 年度予算

案に計上されている「国と地方とのコラボレーションによる先駆的プログ

ラム」（５億円）では、国から提案した政策テーマに対応した取組を、自治

体において実施していただき、その成果を全国的に波及・展開させていく

こととしているが、その政策テーマの一つとして、「適格消費者団体設立の

促進」を掲げている。これにより、適格消費者団体の設立支援を行い、適

格消費者団体の空白地域の解消に向けて取り組んでいく。 
 

 

○①消費者団体の育成・支援や地方消費者行政との協働の面

において、一定の成果を挙げている自治体と不十分な自治

体との間では、取組にどのような違いがあるのか、②成功

事例を全国的に波及・展開させていくために、消費者庁と

してどのようなことに重点を置いて支援を行うのか、につ

いて説明願います。 

 

 

 

 

 

 

 

◎適格消費者団体の設立や機能強化を後押しするためには、

より強力かつ実効的な支援（適格消費者団体の役割や活動

等についての一般への周知、団体の設立後に消費者被害の

拡大防止・被害者救済を着実に行うための財政基盤の構築

等）が必要と考えられるが、具体的な取組方針について説

明願います。 
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平成 25年 8月 6日 
消 費 者 委 員 会 

 

「消費者事故未然防止のための情報周知徹底に向けた対応策についての建議」実施状況報告において説明願いたい事項 

 

建議事項（平成 25年 2月 12日） 実施状況報告（消費者庁）（平成 25年 8月） 説明願いたい事項 

（１） 行政機関を通じての情報周知の方策 
【建議事項①】 
 消費者庁は、消費者安全法により事故情報が通知、収集される行政機

関を通じたルートについて、情報発信のルートとしても活用できるよ

う、双方向の流れとする体制を整備し、広く多様なルートを活用するた

めの検討を行うこと。 

 

 

消費者庁では、注意喚起等の情報提供を行う際、地方自治体の消費者行

政部署を通じ関係部署等への展開を要請している。また、具体的な製品等

に係る情報発信については、それぞれの事案に関連する団体等を通じて、

情報が届けられるよう取り組んでいる。今後も事故事案に応じて、適宜そ

の拡大に努める。 

 具体的な取組： 

・ 介護ベッドに関する事故防止のための注意喚起について、消費者庁が

作成した注意 マークを各地方自治体へ配布し、自治体広報紙への掲

載を依頼。 

 

 

○消費者庁におかれては、関係各省庁、及び地方自治体

と恒常的な双方向の体制を構築する検討は進められている

か説明願いたい。 

  

【建議事項②】 

 消費者庁は、関係各省庁＜警察庁、総務省消防庁、経済産業省、厚生

労働省、国土交通省、農林水産省など＞が独自に持っている情報提供の

ツールや媒体の把握に努め、消費者の属性に応じて、そのツールに伝え

るべき情報の掲載や紹介を積極的に求めること。 

 また、関係各省庁は、独自に持っている情報提供のツールや媒体につ

いて、消費者庁からの協力要請に積極的に対応すること。 

 

 具体例としては、以下のようなことが考えられる。 

  乳幼児の安全：母子健康手帳への記載（消費者庁、厚生労働省） 

  自動車関連：運転免許の更新時の機会を利用した周知、自動車関連

の税金納付書送付時を利用した周知 

（消費者庁、警察庁、国土交通省） 

  福祉機器（介護ベッド等）：福祉・介護関係者（ヘルパー等）を通 

じた周知 

（消費者庁、厚生労働省、経済産業省）

 

消費者庁では、これまで関係省庁へ情報の周知について協力を依頼し、

各省庁が独自に持っている情報発信のルートを通じた情報提供に取り組ん

でいる。引き続き、関係各省庁に協力を依頼し、製品の特性や使用者の属

性に応じて、効果的な情報提供となる媒体等を検討し、事故防止に資する

情報提供ができるよう、関係省庁との連携に努める。 

 具体的な取組： 

 ○子ども向け等 

・  子どもの歯みがき中の事故防止のポスターを作成し、地方自治体の

消費者行政担当部署を通じて保健所、保健センター、幼稚園、保育所

に掲示等の協力を依頼。 

・ 美容医療サービスに関する危害トラブルの防止のため、文部科学省を

通じて全国の大学及び高等専門学校等（約 1,200 校）に注意喚起のチ

ラシを配布。また、被害者が   20～30 歳代であることからイン

ターネットによる政府広報（内閣府）や女性雑誌へ特定記事として注

意喚起を掲載。 

・ リコール情報サイトの周知について、文部科学省及び厚生労働省を通

じて学校や児童福祉施設等に協力を依頼。 

○高齢者向け 

・ 介護ベッドに関する事故防止のため、厚生労働省から都道府県を通じ

て、全国の福祉用具貸与事業者に、介護者への注意内容の伝達を依頼。

 
○各省庁が独自に持っている情報提供のツールや媒体の

把握状況について説明願いたい。 
 
○関係省庁へ積極的な取り組みを求めるとして、どのよ

うな場を使って連携に努めるかについて詳しく説明願いた

い。 
 

資
料
２
－
５
－
３
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また、全国 64 紙の一面の政府広報（内閣府）に注意喚起情報を掲載。

・ リコール情報サイトの周知について、厚生労働省を通じて全国の様々

な高齢者施設等に協力を依頼。 

○その他 

・ リコール対象製品による事故防止及びリコール情報サイトの周知の

ため、消防庁から都道府県の担当部署を通じた市区町村の消防団へチ

ラシ配布について協力を依頼。 

・ リコールの実効性を高めるための販売事業者のリコール活動への協

力の依頼について、経済産業省と連携し、経済産業省のルートを通じ

た販売業者団体への協力依頼。 

【建議項目③】 

 消費者庁は、消費者安全法第 10 条において設置が規定されている消

費生活センターを、安全に係る情報伝達を扱う情報提供の拠点とする位

置づけを図り、さらに情報の重要度合がわかるように発信する情報内容

を検討の上、伝達を行っていくこと。 

 

 行政機関が既に持っている情報発信、周知を行うルート、消費者に情報

を伝えるツールを最大限に活用し、情報発信の強化を図る必要があること

から、上記対応を求める。 

 

消費者庁が発信する安全性に関する注意喚起等の公表資料については、

消費者庁ウェブサイトのほか、全国の消費生活センターをつなぐオンライ

ンシステムを通じて、速やかな情報共有を図っている。また、事案によっ

ては、その緊急性や重点的な取組方針等に応じて、消費生活センターで行

うイベント、講座等で、消費者への啓発のための資料提供等を行っている。

引き続き、消費者への情報提供の拠点として消費生活センターを位置付け、

重要度等が明確に伝えられる方法を検討しながら、情報伝達を図る。 

 具体的な取組： 

・消費者月間に消費生活センターが行うイベント等において、消費者へ

情報発信できるチラシの配布を依頼。（美容医療による事故防止関係、

リコール対象製品による事故防止関係） 

・消費生活相談員の教育研修の機会を活用し、消費者へ情報発信できる

チラシの配布を依頼。（リコール対象製品による事故防止関係） 

 
○札幌市において取り組んでいる「消費者被害防止ネット

ワーク事業」のように、消費者生活センター、消費生活相談

室を拠点とし、警察、消費者生活相談員、町内会、民生・児

童相談員等と連携したネットワークと協力し、事故情報のル

ートを新たに開拓する必要はないか。 
また、「高齢消費者・障害消費者見守りネットワーク」を推

進している消費者庁消費生活情報課と連携し、上記「消費者

被害防止ネットワーク事業」のような仕組みを全国に展開す

ることは考えられないか、説明願いたい。 
 
○製品事故による健康危害の度合いに応じて、消費者が情

報の重要度等が明確に伝えられる方法(色、文字フォントの大
きさ、マークによる識別等)の検討状況について説明願いた
い。 
 
 ○消費生活センターから消費者への情報発信としてチラシ

配布を依頼しているが、チラシ配布の効果の検証は実施して

いるか説明願いたい。 
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建議事項（平成 25 年 2 月 12 日） 実施状況報告（消費者庁）（平成 25年 8月） 説明願いたい事項 

（３）情報通信技術を活用した情報周知の方策 
【建議事項⑤】 
 消費者庁は、リコール情報サイトについて、情報提供のための基本的

な方針を検討し、掲載情報の充実を図ること。 

 

 具体例としては、以下のようなことが考えられる。 

 ・事業者から直接の情報提供が増えるよう働きかけること。 

 ・掲載情報が分かりやすくなるよう、リコール対象となった製品の写 

真や図表等の掲載を検討すること 

 ・リコール情報検索機能の強化 

 ・「重要なお知らせ」、「高齢者・子ども向け商品など」の掲載件数の 

増加 

 ・「重要なお知らせ」等の一覧表示機能の改善 

 

現在、事業者にリコール情報サイトへ直接、情報提供するよう積極的に

働きかけるに至っていないが、当該サイトは事業者からの要請に応じて掲

載が可能となっている。 

平成 25 年 3 月にシステム改修を行い、リコール対象となった製品の写真

や図表を掲載できるようにするとともに、検索機能の強化、「重要なお知ら

せ」、「高齢者・子ども向け商品など」の掲載件数の増加、一覧表示機能等

の改善を行った。 

 

 
○リコール情報サイトについて、情報提供のための基本的

な方針を検討するにあたり、以下に記載した内容について説

明願いたい。 
・基本的な方針についての検討状況。 
・リコール情報サイトの認知度の把握、認知度を上げるため

の方策の検討状況。 
・事業者への積極的な働きかけについて、具体化な方策。 
・どの程度消費者に認知されているかリコール情報サイト

のページビュー、セッション数とその解析。 

 

○ＨＰなどの受身型情報提供ツールにおいては、消費者

の目に触れる機会が多いことが必要であると思われる。 
経済産業省、国土交通省、国民生活センター、地方自治体、

ＮＩＴＥなどリコール情報を掲載しているサイトとの相互

リンクはどのようになっているか現状を説明願いたい。 
  

【建議事項⑥】 
 消費者庁は、「リコール情報メールサービス」と「子ども安全メール

from消費者庁」との連動を検討すること。また、他省庁や独立行政法人
が行っているメールマガジンとの連携も有効であることから、連携に向

けて協議を行うこと。 
 関係各省庁は、消費者庁からの協力要請に積極的に対応すること。 
 
 平成２４年４月に開設された消費者庁のリコール情報サイトについて、

より一層の充実を図り、リコール情報発信の総合窓口として広く認知、活

用され、リコール対象製品による事故の未然防止に役立てられるよう、上

記の対応を求める。 

 

「リコール情報メールサービス」のうち子ども向け製品のリコール情報

や、子どもの事故情報については、従前から必要に応じて「子ども安全メ

ール from 消費者庁」に取り込んできた。引き続き、「子ども安全メール from

消費者庁」との連携に努める。 

今後は、子ども向け製品のリコール情報について、他省庁等のメールマ

ガジンにも掲載を依頼するよう努める。 

 

 
○関係各省庁と連携に向けての協議の場を設けているか説明

願いたい。 
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建議事項（平成 25 年 2 月 12 日） 実施状況報告（消費者庁）（平成 25年 8月） 説明願いたい事項 

（４）製品安全に係る消費者教育・啓発の充実のための方策 
【建議事項⑦】 
 消費者が自立して、自らの安全のために行動することが重要であるこ

とから、上記の対応を求める。 

 

 

 

消費者教育の推進に関する基本的な方針（平成 25 年 6 月 28 日閣議決定）

において、消費者が自主的にリコール情報を入手し、行動する必要性につ

いて消費者教育を行うことが重要である旨が明記されているところであ

り、今後、消費者に対する消費者教育・啓発の一層の充実を図るよう努め

る。 

 
 
 ○消費者に対する消費者教育・啓発の充実を、今後どの

ように図っていくのか具体的に説明いただきたい。 
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建議事項（平成 25年 2月 12日） 実施状況報告（経済産業省）（平成 25年 8月） 説明願いたい事項 

（２） 事業者等を通じての情報周知の方策 

【建議項目④】 

 経済産業省は、販売事業者等の実態をより調査し、リコール対象製品

を購入した消費者への情報提供に係る消費生活用製品安全法に定めら

れた義務等の具体的かつ効果的な実施方法について検討を行うこと。 

 

 消費生活用製品安全法では、第３４条に製造・輸入・販売事業者による

一般消費者への製品事故に関する情報提供、第３８条第２項に販売事業者

が製造・輸入事業者が行うリコールに協力する一定の努力義務について定

めている。 

 リコール情報を含む注意喚起情報の伝達に当っては、販売事業者等が保

有する、リコール対象製品を購入した消費者の情報を有効に活用する事が

有益である。 

 このため、個人情報保護の観点を整理した上で販売事業者等が消費者の

情報を製造・輸入事業者に提供する、又は、販売事業者等が製造・輸入事

業者に代わって消費者へ情報を伝達することで、より多くの消費者に情報

を届けることが期待できることから、上記の検討を行うよう求める。 

 

○経済産業省と流通事業者団体とのリコール協力体制の構築・拡大 

リコールの実効性を確保していくため、経済産業省は流通事業者団体と

協力体制を構築して、消費者へのリコール情報の周知、消費者に向けた注

意喚起を実施している。具体的には、製造・輸入事業者から経済産業省に

報告があったリコール情報を迅速に流通事業者に提供し、流通事業者はリ

コール情報等を消費者に周知する取組を行っている。今後も、流通事業者

団体との協力体制の拡大、協力内容の充実を図る。 

＜協力の内容＞ 

・情報交換を行う双方の窓口を設置 

・経済産業省からリコール情報等を電子媒体等、容易に活用可能な形

で提供し、流通事業者はリコール情報等を消費者に周知 

・経済産業省から製品安全に関する注意喚起等の情報を提供し、流通

事業者は製品安全情報を消費者に周知 

・流通事業者から経済産業省に関する意見・要望を収集 

・定期的に連絡会合を開催 

＜以下の６団体と協力体制を構築＞ 

① 大手家電流通懇談会（平成 24 年 5月） 

② 全国電機商業組合連合会（平成 24年 12 月） 

③ 日本ドゥ・イット・ユアセルフ協会（平成 25 年 3 月） 

④ 日本通信販売協会（平成 25 年 7 月） 

⑤ 日本福祉用具・生活支援用具協会（平成 25 年 7月） 

⑥ 日本福祉用具供給協会（平成 25 年 7 月） 

 

○製品安全に関する流通事業者向けガイドの作成・公表・普及 

流通事業者が取り組むべき製品安全に関する事項を整理した「製品安全

に関する流通事業者向けガイド」と、製品安全の取り組みの実務的な解説

と例示、取組事例等を整理した「製品安全に関する流通事業者向けガイド

の解説」を作成し、平成２５年７月１日に公表した。当該ガイドは「安全

原則」（社会的責務等の基本指針と行動原則）及び「共通指針」（業務プロ

セス毎の製品安全の取組）から構成され、流通事業者が取り組むべきリコ

ール対応等の具体的な内容が記載されている。 

また、平成２５年７月１日付けで、流通事業者団体に対して、当該ガイ

ドの周知に係る協力要請文を発出して、会員各社への周知を行った。今後

は、全国主要都市で説明会を開催する等、ガイドの周知に努めるとともに、

当該ガイドを参考に、販売形態、取扱商品、事業規模等の特色を踏まえ、

流通事業者の取組を類型ごとに調査・研究し、共通する取組を抽出・整理

 
 
経済産業省におかれては、流通事業者団体と協力体制を構

築して、消費者へのリコール情報の周知、消費者に向けた注

意喚起を実施していることは、一定の評価ができる。 
 
 ○流通事業者団体との協力体制の拡大、協力内容の充実

を図るとのことだが、今後、協力体制を構築した６団体以

外の団体、特に、中小企業、零細の流通事業者団体と協力体

制を構築していくか、並びに協力体制を構築した６団体と、

どのように協力体制の充実を図られるのか、具体的に説明願

いたい。 
 
○販売事業者等の実態調査の実施を求めているが、販売事業

者が個人情報に留意しつつ製造事業者に顧客情報を提供し

ている実態調査を実施しているか、説明願いたい。 
 
○建議では、販売事業者等が消費者の情報を製造・輸入事業

者に提供する上で、個人情報保護の観点から整理することを

求めているが、どのような整理を行ったか説明願いたい。 
 
 
 
 
○製品安全に関する流通事業者向けガイド（平成２５年７月

１日公表）の「７－２製品リコールへの対応」には、流通事

業者のリコールへの積極的な協力を謳われているが、今後よ

り効果的な回収を実現するために、効果についての検証を実

施していく予定はあるのか。 
また、検証の結果、効果が見られないことが判明した場合、

行政法規上の義務規定の必要性について検討を実施するこ

とについて見解を示していただきたい。 
 
○全国主要都市で説明会を開催する等、ガイドの周知に努め

るための、今後の全国主要都市、対象先、スケジュールにつ

いて説明願いたい。 
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した指針を示す等、さらに流通事業者が製品安全に取り組み易い環境を整

備する。  

 

○製品安全に関する流通事業者向け講習会の開催 

流通事業者の自主的取り組みを促進することを目的に、流通事業者団体

の協力を得て、会員企業を集めた製品安全に関する講習会を開催し、政府

の製品安全政策の紹介、流通事業者が取り組むべきリコールへの対応等、

製品安全に係る具体的内容について周知を行った。（3月 全国電機商業

組合連合会、4月 生活協同組合連合会、5月 日本通信販売協会） 

 

○消費生活用製品安全法に基づく危害防止命令に係る流通事業者への協

力要請 

平成２５年２月にリコール中のＴＤＫ（株）製の加湿器による火災事故

により５名が死亡した重大製品事故の報告を受け、平成２５年３月１３

日、経済産業省はＴＤＫ(株)に対して、消費生活用製品安全法第３９条第

１項に基づく危害防止命令を発出し、未回収製品の回収、消費者への注意

喚起、措置状況の報告を命じるとともに、同法第３８条第３項の規定を踏

まえ、経済産業省から流通事業者団体に対して、ＴＤＫ㈱製加湿器のリコ

ール情報の消費者への周知に協力するよう要請した。この要請に基づき流

通事業者は、顧客情報を活用した所有者への周知やリコールポスターの店

頭掲示等の協力を実施している。 

 

○リコール情報周知の強化施策への協力を流通事業者に要請 

重大製品事故情報報告・公表制度が創設された平成１９年度以降、リコ

ール中の製品に重大製品事故が再発した１２７製品（事故件数６４５件）

のうち、高齢者・子供用製品やリコール開始後に事故が多数再発している

製品など、優先度の高い２８製品（事故件数４４８件）について、各社の

取組状況の再点検を実施。 

経済産業省は消費者庁と連携し、平成２５年４月２６日、リコール情報

周知の強化施策について公表を行うとともに、経済産業省と消費者庁連名

で、リコール中に重大製品事故が再発した全ての製造・輸入事業者に対し

て、上記の再点検結果を踏まえた効果的なリコールの追加対策を検討し実

施するよう要請した。また流通事業者に対して、製造・輸入事業者に協力

して、消費者に積極的にリコール情報を提供するよう要請した。 

 
 
 
○今後の講習会実施の方針、スケジュールについて説明願い

たい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○各社の取組状況の再点検を実施しているとのことだが、再

点検の結果を各社に対して具体的にどのようにフィードバ

ックさせ、リコールの取組みを徹底させていくのか説明願い

たい。 

 

2
3
1



 

 
 

平成 25 年８月 20 日 
消 費 者 委 員 会 

「「健康食品」の表示等の在り方に関する建議」の実施状況報告等において説明願いたい事項 

 

建議事項（平成 25年１月 29日） 実施状況報告（厚生労働省・消費者庁）（平成 25年７月） 確認したい事項 

１．健康食品の表示・広告の適正化に向けた取組の強化 

（建議事項１－１） 

消費者庁及び厚生労働省は、健康食品の表示・広告の適

正化に向けた現行法における取組として、次の措置を講ず

ること。また、消費者庁は、これらの措置等を通じ、健康

増進法に基づく勧告・命令の実績を積み上げること。 

  

（１）消費者庁は、食品の健康保持増進効果等に関する虚

偽・誇大な表示・広告に係る指針（ガイドライン）等

について、現場で監視指導を担う都道府県等の担当者、

消費者、適格消費者団体等の意見を十分踏まえ、虚偽・

誇大な表示・広告の判断基準が理解しやすいものとな

るよう、以下の措置を含めその大幅な改善を図ること。

また、監視指導等の実情を踏まえ、当該指針等の内容

を定期的に更新すること 

① いわゆる健康食品の表示・広告の実態を分析し、

標ぼうされる健康保持増進効果等に即して、違反と

なるおそれのある具体的表現を可能な限り多数示す

ことにより、指針等が平易で明快なものになるよう

努めること。また、直接的表現による表示・広告の

みならず、表示・広告を全体でみた場合に、消費者

に健康保持増進効果等を誤認させるような暗示的表

示・広告についても、それが禁止されている旨を、

具体的表現を示しつつ改めて明確にすること。 

② 消費者庁、地方厚生局及び都道府県等が行った指

導事例等を収集・分析し、監視指導等に有益な具体

的事例を取りまとめた事例集を盛り込むこと。特に、

間接的に健康保持増進効果等を標ぼうする表示・広

告についての事例や、都道府県等から消費者庁又は

地方厚生局に対して問い合わせが多い事例の例示を

充実させること。また、各事例については、特定の

文言のみならず絵図等を活用した表示・広告全体の

具体的イメージ、指導等の理由、薬事法、景品表示

法等の関係法令の適用の可否等を記載すること。 

＜消費者庁＞ 

建議事項１－１（１）について 

いわゆる健康食品における虚偽・誇大広告等については、これまでに景品表示法

及び健康増進法に関して、それぞれ指針等が示されている。消費者庁では、いわゆ

る健康食品についての健康保持増進効果等を標ぼうする表示についての景品表示法

及び健康増進法に係るこれまでの消費者庁（表示対策課、食品表示課）、各地方厚生

局及び都道府県による平成 21年から平成 24 年までの公表・指導事例等を全て収集・

分析の上、上記指針等で示されている考え方及び具体的表現等を景品表示法及び健

康増進法に係る統一的な留意事項として取りまとめることとし、これを公表するこ

ととした。 

当該留意事項では、直接的な表現だけでなく、間接的・暗示的な表現であっても

景品表示法又は健康増進法上問題となる表示に該当し得ることなど、いわゆる健康

食品における広告・宣伝等に関する両法上の考え方を改めて示した上、過去の違反・

指導事例等も示すとともに、留意すべき事項等について絵図等を用いるなどして明

確にする予定である。 

都道府県等の担当者からいわゆる健康食品に係る健康保持増進効果等を標ぼうす

る表示の指針についてヒアリングを実施し、それを踏まえて現場で監視指導を担う

担当者の意見を反映した留意事項とする予定である。 

＜対消費者庁＞ 

○ 景品表示法及び健康増進法に係る統一的な留意事項に

ついて、今後の取りまとめ、公表等のスケジュールを説

明願います。 

 

○ 建議では、指針等の改善に当たっては、ユーザーであ

る「消費者、適格消費者団体等の意見を十分に踏まえ」

ることとしているところ、この点についての予定、対応

方針等を説明願います。 

 

○ 建議では、指針等の内容について、「定期的に更新する

こと」としているところ、この点についての対応方針等を

説明願います。 

資
料
２
－
５
－
４
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建議事項（平成 25年１月 29日） 実施状況報告（厚生労働省・消費者庁）（平成 25年７月） 確認したい事項 

（２）消費者庁は、健康食品の表示・広告について、消費

者等からの申出や一部の消費者にその監視を委嘱する

モニタリング等の仕組みを充実させることにより、消

費者等の協力に基づく表示・広告の監視を行うこと。

 

＜消費者庁＞ 

建議事項１－１（２）について 

消費者庁では、従来から、表示・広告に関する一般消費者からの情報提供を受け

付けているところ、今後も一般消費者が情報提供を行いやすい環境を整備するため

ウェブサイトの拡充等に努めていく。 

また、消費者庁（表示対策課）では、一般消費者等に「電子商取引表示調査員」

を委嘱し、インターネット上の不当表示についての情報等を報告してもらう「電子

商取引表示監視調査システム」という制度を運用している。 

電子商取引表示調査員は、インターネット上の広告表示について、調査レポート

による情報提供を行うほか、消費者庁（表示対策課）から依頼するアンケート調査

への回答を行っている。 

今後は、健康食品の表示・広告について、電子商取引表示監視調査システムを通

じた情報収集スキームの更なる充実を図り、一般消費者等の協力に基づく表示・広

告の監視の拡充に努めていく。 

＜対消費者庁＞ 

○ 近時における、いわゆる健康食品の表示・広告に関す

る一般消費者からの情報提供や、電子商取引表示調査員

からの報告の実績等があれば、説明願います。 

 

○ 「電子商取引表示監視調査システム」における、更な

る充実の内容について説明願います。また、表示対策課

内に食品表示対策室を設置したこと等による、いわゆる

健康食品の表示・広告の情報等の報告に係る改善点等が

あれば、説明願います。 

（３）消費者庁及び厚生労働省は、健康食品の表示・広告

に関し、健康増進法、景品表示法、薬事法等の担当部

局間の有機的連携のもと、それらの厳格な執行に努め

るとともに、都道府県等においても保健所等の関係部

局間の緊密な連携による行政指導や法執行が促進され

るよう、都道府県等への周知及び必要な支援を行うこ

と。 

 

＜消費者庁＞ 

建議事項１－１（３）について 

消費者庁は、平成 25 年７月１日付けで表示対策課内に食品表示対策室を設置し、

健康増進法、食品衛生法、景品表示法等の各種法令に基づき、食品表示に係る執行

を一元的に行う体制を整備した。 

今後、この室を中心として、これらの法令に違反する事案に対し、厳正な執行に

努めていくとともに、消費者庁が現在行っている厚生労働省との連絡会議を通じて

担当部局間の緊密な連携を図るほか、都道府県における法執行等を促進するため、

現在行っている都道府県との連絡会議の場を活用して関係部局間の緊密な連携を呼

び掛けるなどにより都道府県等への支援を行っていく。 

 

＜厚生労働省＞ 

建議事項１－１（３）について 

「無承認無許可医薬品の監視指導について」（昭和 62 年９月 22 日付け薬監第 88

号厚生省薬務局監視指導課長通知）において、各都道府県衛生主管部（局）長に対

し、無承認無許可医薬品について監視指導の一層の徹底を図るとともに、医薬品に

該当するとは断定できないとされた物については、食品衛生法、健康増進法、不当

景品類及び不当表示防止法等他法令に抵触することのないよう、栄養・食品担当部

局及び景表法担当部局等関係部局に照会するよう指導することを通知している。上

記通知については平成 25年度中に重ねて周知徹底を図る予定。 

＜対消費者庁＞ 

○ 都道府県における法執行等を促進するための都道府県

等への支援について、今後のスケジュール等を説明願い

ます。 

 

○ 都道府県の消費者行政部局等関係部局と保健所との連

携強化を促進するための支援について、対応方針等を説

明願います。 

 

 

 

＜対厚生労働省＞ 

○ 通知について、周知徹底を図るための今後のスケジュ

ール等を説明願います。 

 

○ 建議では、「都道府県等においても保健所等の関係部局

間の緊密な連携による行政指導や法執行が促進」される

よう必要な支援を行うこととしているところ、この点に

ついての対応方針等を説明願います（特に、都道府県の

消費者行政部局との連携強化）。 
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建議事項（平成 25年１月 29日） 実施状況報告（厚生労働省・消費者庁）（平成 25年７月） 確認したい事項 

（建議事項１－２） 

消費者庁は、健康食品の表示・広告の適正化に向けた健

康増進法及び景品表示法における制度の在り方に関し、次

の措置を講ずること。 

  

（１）建議事項１－２（２）の措置を踏まえ、景品表示法

第10 条の適格消費者団体による差止請求権の利用実

態を検証した上で、これに類する規定を健康増進法に

導入することの要否を検討すること。 

（２）景品表示法第10 条の差止請求権を行使した実績が低

調であるとの指摘があることについて、その原因を検

証した上で、所要の措置を講ずること。 

 

＜消費者庁＞ 

建議事項１－２（１）及び（２）について 

適格消費者団体は、差止請求に係る訴えを提起しようとするときは、その訴えの

被告となるべき者に対し、あらかじめ、請求の要旨及び紛争の要点その他の内閣府

令で定める事項を記載した書面により差止請求をし、かつ、その到達した時から１

週間を経過した後でなければ、その訴えを提起することができず（消費者契約法第

41 条第 1 項）、また、適格消費者団体は、前記書面による事前の請求に先立って、

差止請求の根拠となる法律に違反する行為の差止等の申入れや協議を行う場合が多

いとされている（笠原宏編著『景品表示法（第２版）』242 ページ（商事法務、2010）

御参照）。 

このような事情を踏まえ、消費者庁では、景品表示法第 10 条の適格消費者団体に

よる差止請求権の利用実態を把握すべく、適格消費者団体を対象として、景品表示

法第 10 条の差止請求権に基づく差止請求訴訟提起の状況、消費者契約法第 41 条第

1 項に基づく書面による事前請求の状況、差止請求権に関して事業者に対する差止

の申入れ又は協議の状況等についてアンケートを実施している。 

今後、前記アンケートの結果を分析するとともに、必要に応じて適格消費者団体

に対してヒアリングを実施するなどして、景品表示法第 10条の差止請求権を行使し

た実績が低調とされていることの原因について検証し、その結果を本年９月中に取

りまとめ、この結果を踏まえて、必要な措置等について引き続き検討を行い、本年

中に一定の結論を得ることとしている。景品表示法第 10 条に類する規定を健康増進

法に導入することの要否については、必要な措置等に関する上記の結論を得た後、

これを踏まえ、検討を進めていく。 

＜対消費者庁＞ 

  

○ 適格消費者団体を対象として実施した差止請求権に関

するアンケートについて、その内容を説明願います。 

（３）景品表示法第６条の措置命令権限及び第４条第２項

の不実証広告規制に関して、都道府県の要望等も踏ま

え、都道府県への権限の付与について積極的な検討を

進め、一定の結論を得ること。 

＜消費者庁＞ 

建議事項１－２（３）について 

景品表示法に係る権限の都道府県への付与に関しては、東京都を始めとする複数

の都府県から、措置命令権限（同法第６条）及び合理的根拠の提出要求権限（同法

第４条第２項）についても都道府県で行使できるようにすべきであるという要望が

消費者庁に寄せられている。 

消費者庁は、こうした要望を受け、景品表示法執行体制の強化の観点から、都道

府県が、指示に代えて、措置命令及び合理的根拠の提出要求を行えるようにするた

めの景品表示法に係る権限の付与について、消費者庁、公正取引委員会地方事務所

等及び都道府県の景品表示法担当者の意見交換の場である景品表示法ブロック会議

において、都道府県から意見を聴取した。 

その結果、都道府県の中には、措置命令権限の付与について、措置命令は強制力

を持った行政処分であり、罰則規定もあることから、執行力が大いに強化されるこ

とが期待できる、消費者庁の措置命令を待つことなく、速やかに違反行為をやめさ

せることで、被害拡大を防止することができるようになるとして賛成の意見がある

一方で、現状の人員体制では、行政処分を争う訴訟対応により違反被疑事案に対す

る調査等の業務が滞ることとなる、現行の指示の権限に代わって訴訟リスクの大き

＜対消費者庁＞ 

○ 措置命令権限及び合理的根拠の提出要求権限の付与に

ついて、賛成意見、反対意見等の実数を説明願います。 
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建議事項（平成 25年１月 29日） 実施状況報告（厚生労働省・消費者庁）（平成 25年７月） 確認したい事項 

な措置命令のみとなると、執行に後ろ向きにならざるを得ず、結果として執行力が

弱体化する、行政指導により表示事項が改善される事案がほとんどであり、措置命

令の権限が付与されることにより執行力が強化されるとは考えないとして反対の意

見がある。また、合理的根拠の提出要求権限については、法執行強化に資する、指

示や注意についても事件処理がスムーズになるとして賛成の意見がある一方で、そ

の権限を付与されても十分使いこなすことができないとして反対する意見があるな

ど、都道府県の中でも措置命令権限及び合理的根拠の提出要求権限の付与に関する

考え方は様々であることが判明した。 

このような都道府県の中での意見の相違を踏まえ、一部の希望する都道府県にの

み措置命令権限及び合理的根拠の提出要求権限を付与するためには、両権限を法定

受託事務とする必要があるため、消費者庁は、まずは、その可能性について検討し

た。 

検討の結果、 

① 地方分権の推進の観点から、法定受託事務は、できる限り新たに設けることの

ないようにするとされていることから、景品表示法に基づく都道府県の事務を法

定受託事務化することは困難である、 

② 指示と措置命令の権限の併存については、構成要件が同一の違法行為に対応す

るものとして指示と措置命令の権限を併存させている法令の例はなく、実際にも、

このような立法をすることは難しい、 

③ 合理的根拠の提出要求権限のみ都道府県に付与することについては、法律効果

のない指示（行政指導）を行うために、合理的な根拠を提出しない事業者が行う

表示を景品表示法第４条第１項第１号に該当する表示とみなすという具体的な法

律効果を有する権限を行使できるようにすることは適当でなく、このような立法

化は難しい、 

との結論を得た。すなわち、措置命令権限又は合理的根拠の提出要求権限を都道府

県に付与するためには、いずれの権限をも全ての都道府県に自治事務として付与す

ることとなり、かつ、措置命令権限を付与に併せて指示の規定は廃止する必要があ

ることから、まずは、都道府県全体として意思統一が図られる必要がある。 

 このため、今後、都道府県全体として一致した要望が出される場合には、改めて

消費者庁として、法的論点を整理し、両権限の都道府県への付与に向けた検討を進

めていく。 
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建議事項（平成 25年１月 29日） 実施状況報告（厚生労働省・消費者庁）（平成 25年７月） 確認したい事項 

２．健康食品の安全性に関する取組の推進 

（建議事項２） 

（１）厚生労働省及び消費者庁は、健康食品による健康被

害情報を収集、解析し、必要な対応がとれる体制の強

化を図るため、次の措置を講ずること。 

  

① 厚生労働省は、行政上の制度への反映を念頭に、

健康食品の摂取と健康被害の発生との因果関係が速

やかに特定できるよう、類似の被害情報を統一的な

基準で効率的に収集する仕組み及び当該被害情報を

解析する手法について研究を行うこと。 

 

＜厚生労働省＞ 

建議事項２（１）①について 

現在、健康食品の健康被害情報の収集等については、平成 14 年 10 月 4 日付け

医薬発第 1004001 号「健康食品・無承認無許可医薬品健康被害防止対応要領につい

て」に基づき実施している。 

平成 24 年度から 3年計画で、厚生労働科学研究「いわゆる健康食品による健康被

害情報の因果関係解析法と報告手法に関する調査研究（研究代表者：梅垣(独)国立

健康･栄養研究所情報センター長）」を開始しているが、当該研究は、「有害情報の収

集法・報告手法の改善、ならびに情報の解析・整理・統合手法の開発」を中心に、

保健所等を通じて厚生労働省に報告される情報や消費生活センターの PIO-NET 情報

等を集約・統合することにより、情報を最大限活用することを目的として実施して

おり、建議の主旨に合致するものである。厚生労働省としては、消費者庁と協力し

ながら当該研究の研究成果を踏まえ、健康被害情報を収集、解析する仕組み等を検

討することとしている。 

＜対厚生労働省＞ 

○ ３年計画で行っている調査研究について、各年の研究

のねらい、概略等（予定を含む。）を説明願います。 
 
○ 平成 24年度に行った研究の結果等を説明願います。 

② 厚生労働省及び消費者庁は、上記①の研究の成果

等を踏まえ、健康被害防止のための対応の必要性が

明らかとなった場合には、当該製品・成分の流通規

制、表示規制を含め所要の措置を講ずること。 

 

＜厚生労働省＞ 

建議事項２（１）②について 

厚生労働省において、健康被害情報を入手した際には、食品衛生法第 6条又は第 7

条の規定に基づく当該製品・成分の販売の禁止等の所要の措置を講ずることとして

いる。このため、①の研究成果等を踏まえた仕組みが構築された際にも、必要な措

置を的確に講じていく。 

 

＜消費者庁＞ 

建議事項２（１）②について 

消費者庁としては、建議事項２（１）①に係る研究の成果等を踏まえ、健康食品

について表示規制の措置が必要な状況になった場合には、厚生労働省と緊密に連携

しつつ、適切に対応することとしている。 

 
 － 
 

（２）厚生労働省は、消費者による健康食品の安全な利用

に資するよう、次の措置を講ずること。 

  

① 医療機関における診療や薬局における医薬品の

調剤及び販売の機会に、医師、薬剤師等が、患者よ

り健康食品の摂取状況を聴取し、過剰摂取や医薬品

との相互作用等について、患者に対し適切な注意喚

起を行うなどの取組を進めるよう、関係機関への協

力要請を行うこと。 

 

＜厚生労働省＞ 

建議事項２（２）①について 

○ 都道府県や公益社団法人日本医師会等の関係団体に対し、平成 25年２月に「医

薬品と健康食品の相互作用に関する注意喚起等について（依頼）」（平成 25年２月

28 日付け医政総発 0228 第１号及び第２号厚生労働省医政局総務課長通知）を発出

し、医療機関に対して、診療の際に、医薬品との相互作用のおそれや健康食品の

過剰摂取の疑いがある場合は、当該患者の健康食品摂取状況を確認し、患者に対

して必要な注意喚起を行うこと等を周知徹底するよう要請を行った。 

 都道府県や公益社団法人日本薬剤師会等の関係団体に対し、平成 25年２月に「医

薬品と健康食品の相互作用に対する注意喚起等について（依頼）」（平成 25年２月

＜対厚生労働省＞ 
○ 通知発出後の医療機関、薬局等（これらの関係団体を

含む。）における、医薬品と健康食品の相互作用に対する

注意喚起に係る具体的な取組等について説明願います。 

2
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建議事項（平成 25年１月 29日） 実施状況報告（厚生労働省・消費者庁）（平成 25年７月） 確認したい事項 

28 日付け薬食総発 0228 第２号及び第３号厚生労働省医薬食品局総務課長通知）を

発出し、都道府県等に対して、薬局における調剤及び薬局・薬店等における医薬

品の販売又は授与の際に、患者等からの聞き取りやお薬手帳の活用等により、当

該患者等の健康食品摂取状況を確認し、医薬品との相互作用のおそれや健康食品

の過剰摂取の疑いがある場合は、患者等に対して必要な注意喚起を行うこと等を

薬局・薬店等に周知徹底するよう要請を行った。 

② 医師、薬剤師等が診療、調剤等を行うに当たり、

健康食品に関する問題に適切に対処できるよう、医

師、薬剤師等に対し、健康食品に関する情報提供を

行うこと。 

 

＜厚生労働省＞ 

建議事項２（２）②について 

健康食品に関する情報提供については、すでに、厚生労働省医薬食品局食品安全

部から平成 22 年 4 月 23 日付け通知等により公益社団法人日本医師会、公益社団法

人日本薬剤師会を通じ、医師、薬剤師に対して健康被害情報等について提供を行っ

ている。また、公益社団法人日本医師会と共同で「健康食品による健康被害の未然

防止と拡大防止に向けて」のパンフレットを平成 23年 3 月に作成し、健康食品関連

の製品による主な有害事例、医薬品の相互作用が想定される主な事例などについて

も、情報提供を行っており、さらに平成 25年 4月には内容を改訂し再配布を行った。

改訂にあたっては、健康食品に添加されている成分と医薬品の相互作用が想定され

る主な事例について、医薬品の成分名に加え種類を明記し、よりイメージし易くな

るよう配慮した。引き続き、医師、薬剤師等に対する情報提供を継続していく。 

＜対厚生労働省＞ 
 － 

（３）厚生労働省は、第三者認証制度の整備・普及促進等

を通じて、錠剤、カプセル状等食品の製造業者に対し

て、適正製造規範（GMP）ガイドライン及び原材料の安

全性に関する自主点検ガイドラインの活用を促すとと

もに、消費者がそれらに基づき製造された製品を的確

に選択できるよう啓発を行うこと。 

＜厚生労働省＞ 

建議事項２（３）について 

平成 20 年 7 月の「「健康食品」の安全性確保に関する検討会報告書」を踏まえ、

平成 25年度中を目途に厚生労働省が支援する「健康食品認証制度協議会」が、製造

工程管理の安全性確保（GMP）に関する認証機関を指定する予定となっている。これ

により、最終製品の安全性の確保について、より透明性の高い仕組みになり（認証

機関が独自に行っていた認証を認証制度協議会が指導・監督できることとなるほか、

厚生労働省を含め関係者間での情報交換、連携が可能となる。）、一層の安全性の確

保が図られるものと考えている。厚生労働省は、これら第三者認証制度の整備・普

及を通じ、平成 17 年２月１日付け部長通知「「錠剤、カプセル状等食品の適正な製

造に係る基本的考え方について」及び「錠剤、カプセル状等食品の原材料の安全性

に関する自主点検カイドライン」について」の活用を促進していくとともに、消費

者がそれらに基づいた製品を的確に選択できるよう平成 24 年３月にリーフレット

（「GMP マークを目印に健康食品を選びましょう！」）を作成し、関係機関を通じて

消費者の配布や、厚生労働省ホームページに掲載し、普及を図っている。 

また、消費者に対する健康食品の正しい利用法、事業者に対する安全性の確保に

関するリスクコミュニケーションを計画し、健康食品の安全性確保に関する普及啓

発を行うとともに、適切な助言を行うアドバイザリースタッフの普及について検討

することとしている。 

＜対厚生労働省＞ 
○ 「消費者に対する健康食品の正しい利用法、事業者に

対する安全性の確保に関するリスクコミュニケーショ

ン」について、今後の対応方針、スケジュール等を説明

願います。 
 
○ アドバイザリースタッフの普及について、今後の対応

方針、スケジュール等を説明願います。 
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建議事項（平成 25年１月 29日） 実施状況報告（厚生労働省・消費者庁）（平成 25年７月） 確認したい事項 

３．健康食品の機能性の表示に関する検討 

（建議事項３） 

消費者庁は、消費者自らが食品の特性を十分理解し自ら

の判断に基づき食品の選択を行えるよう、正しい情報提供

を行うとの観点から、食品の機能性表示に関し、次の措置

を講ずること。 

  

（１）栄養機能食品制度において、海外の事例、実証研究

等を参考としつつ、新たに追加すべき栄養成分の有無

を検討すること。 

 

＜消費者庁＞ 

建議事項３（１）について 

栄養機能食品の規格基準については、厚労省策定の『日本人の食事摂取基準』（以

下「食事摂取基準」という。）等の科学的根拠に基づき作られている。食事摂取基準

については、2015 年版（平成 27 年度より適用）の策定に向け、日本人における栄養

学的な最新の科学的知見に基づき、現在、改定作業が行われているところであり、

来年度公布される見込みである。新たに追加すべき栄養成分の有無については、最

終的には 2015 年版の食事摂取基準に基づく必要があるが、その検討に当たっては、

日本人における当該成分の摂取状況や過剰摂取リスクに関する整理のほか、含有量

に関する上限値や下限値の考え方の整理など、多くの予備作業が必要となる。 

そこで今年度は、現行の食事摂取基準（2010 年版）をもとに、上記の予備作業を

目的とした検討を行う予定である。 

＜対消費者庁＞ 

○ 新たに追加すべき栄養成分の有無の検討に当たっての

予備作業の内容（概略）を説明願います。 

 

（２）特定保健用食品制度において、有効性に関する審査

基準の作成、及び有効性の科学的根拠に関する一定の

審査内容の開示について検討を進めること。 

＜消費者庁＞ 

建議事項３（２）について 

有効性に関する審査基準に関しては、「保健機能食品制度の見直しに伴う特定保健

用食品の審査等取扱い及び指導要領の改正について（平成 17 年２月１日付け食安発

第 0201002 号厚生労働省医薬食品局食品安全部長通知）」及び「特定保健用食品の審

査申請における添付資料作成上の留意事項について（平成 17 年２月１日付け食安新

発第 0201002 号厚生労働省医薬食品局食品安全部基準審査課新開発食品保健対策室

長通知）」において具体的な取扱いを定めているところである。 

消費者庁では、特定保健用食品の審査に必要かつ十分な試験デザインの枠組み等

の審査基準を検討するため、平成 24 年度に「特定保健用食品の審査基準の検討事業」

を実施した。今後、当該事業の報告書をもとに、有効性に関する試験のデザインや

必要な資料等の明確化した改正通知案を今年度に作成し、消費者委員会新開発食品

調査部会等有識者の了承を得次第発出する予定である。 

有効性の科学的根拠に関しては、独立行政法人国立健康・栄養研究所のウェブサ

イトにおいて、特定保健用食品の有効性及び安全性の科学的根拠に係る情報が公開

されている。また、消費者委員会新開発食品調査部会において審議された審査内容

に関しては、消費者委員会のウェブサイトにおいて、その議事録が公開されている

ところである。 

これらの情報については、消費者庁のウェブサイトの特定保健用食品に関する情

報が掲載されているウェブページからリンクを設定し、閲覧できるよう措置した。

特定保健用食品の審査に用いられた有効性情報を容易に参照できるようすることに

より、消費者に対し特定保健用食品の選択に必要な情報の提供を行っているところ

である。 

＜対消費者庁＞ 

○ 有効性に関する試験のデザインや必要な資料等の明確

化した改正通知案の発出に向けた今年度の想定スケジュ

ールについて説明願います。 

 

○ 「いわゆる健康食品をはじめとする保健機能を有する

成分を含む加工食品及び農林水産物の機能性表示の容

認」の検討について、今後の対応方針、スケジュール等

を説明願います。 

 

○ 特定保健用食品及び栄養機能食品における「消費者に

わかりやすい表示への見直し」の検討について、今後の

対応方針、スケジュール等を説明願います。 

 

○ 「特定保健用食品の許可申請手続きの合理化、迅速化」

の検討について、今後の対応方針、スケジュール等を説

明願います。 
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建議事項（平成 25年１月 29日） 実施状況報告（厚生労働省・消費者庁）（平成 25年７月） 確認したい事項 

４．健康食品の特性等に関する消費者理解の促進 

（建議事項４） 

消費者庁及び厚生労働省は、保健機能食品を含む健康食

品の特性、それらの適切な利用方法、機能性表示の意味等

について、消費者に対し積極的な啓発を行うこと。 

＜消費者庁＞ 

消費者庁としては、リスクコミュニケーションの開催等により、健康食品と医薬

品との飲み合わせ、小児や高齢者等の要配慮者においての利用等、必要に応じて消

費者理解の促進となるよう、今後努めていきたい。 

なお、消費者庁では、消費者安全法による通知、健康食品に関するリスクコミュ

ニケーションを開催してきた。また、消費生活用製品安全法による報告その他事故

情報を入手しており、日々その情報を点検している。特定製品による事故情報（非

重大事故を含む。）が寄せられた際には、厚生労働省との情報共有、事業者へのヒ

アリング、場合によっては検証を実施している。 

その結果、問題が確認できた場合には、消費者への情報提供等を実施していると

ころであるが、平成24年度は健康食品に係る重大事故は確認されなかった。 

 

＜厚生労働省＞ 

厚生労働省としては、平成24年3月に健康食品の特性、それらの適切な利用方法に

関する「健康食品の正しい利用法」のパンフレットを作成し、また、食品衛生法に

基づく販売禁止の措置が取られた場合や海外情報に基づく健康被害情報などについ

て当該ホームページに掲載することにより、すでに積極的に消費者に対し、普及啓

発を実施している。これらの取り組みに加え、上記パンフレットについて、平成25

年４月に内容を改訂し再配布を行い、改訂にあたっては、健康食品に添加されてい

る成分と医薬品の相互作用が想定される主な事例について掲載し、消費者が健康食

品の特性をよりイメージし易くなるよう配慮した。その他、厚生労働省の広報誌に

「健康食品の知識と注意点」を特集し、健康食品の法律上の位置づけ、国の施策、

自治体、日本医師会、（独）国立健康・栄養研究所及び業界の取り組みを紹介し、

消費者に対する普及啓発を促進した。 

＜対消費者庁＞ 

○ 保健機能食品を含む健康食品について、今後のリスク

コミュニケーションの対応方針と、予定されているスケ

ジュール等を説明願います。 

 

○ 消費者に対する啓発のみならず、消費者団体や事業団

体等関係機関の取組を支援することも重要であると考え

るところ、そのような支援について検討していることが

あれば、今後の対応方針、スケジュール等を説明願いま

す。 

 

 

＜対厚生労働省＞ 

 － 
 

 

 

2
3
9



河上委員長発言 

―電気通信事業者の販売勧誘方法の改善について― 

 

平成 25 年７月 23 日 

消 費 者 委 員 会 

 

 消費者委員会は、平成 24 年 12 月 11 日に「電気通信事業者の販売勧誘方法の改善

に関する提言」として、総務省に対し、代理店を含む電気通信事業者による自主基

準等の遵守徹底を図るとともに、クーリング・オフや自動更新の問題についても改

善を促すこと、また、その改善状況の検証を行い、相談件数が明確な減少傾向にな

る等の一定の改善が見られない場合には、消費者が契約内容を十分理解して利用で

きる環境の実現を図るための法的措置を講じることを含め、必要な措置を検討し確

実に実施することを求めました。 

 

これを受けて、総務省では、業界団体、主な電気通信事業者及び主な大手販売代

理店等に対し、代理店を含む自主基準の遵守徹底や販売勧誘適正化等について書面

による要請等を行うとともに、「利用者視点を踏まえたＩＣＴサービスに係る諸問題

に関する研究会」の下に設置された「スマートフォン時代における安心・安全な利

用環境の在り方に関するＷＧ」において、電気通信サービスの適正な提供の在り方

について有識者による検討を行ってきたとのことです。 

今般、同研究会の提言案である「スマートフォン安心安全強化戦略（案）」におい

て、同ＷＧによる検討内容が「ＣＳ適正化イニシアティブ」として盛り込まれ、「従

来の延長線上にある自主的な取組だけでは足りず、電気通信事業法における消費者

保護ルールを見直し、所要の規定を設ける等の制度的な対応の検討に着手すべき」

などの方向性が掲げられております。 

 

同研究会の提言案において、こうした方策が示されたことは、当委員会としても、

消費者トラブルの実態及び当委員会の提言に照らして、適切なものであると考えて

おります。これらの方策が同研究会の提言として最終的に取りまとめられた場合に

は、総務省において、消費者が契約内容を十分理解して利用できる環境の実現を図

り、消費者トラブルの防止に十分な実効性が確保されるよう、特定商取引法と同レ

ベルの消費者保護規定導入の検討等に早急に着手されることを求めます。また、制

度的な対応が実現されるまでの間の消費者保護対策についても、取り組んでいただ

きたいと思います。当委員会においても、消費者トラブルの実態を踏まえ、引き続

き、本問題に関するフォローアップを行ってまいります。 
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次期消費者委員会への主な引継事項 

 

平成 25 年８月 27 日 

消費者委員会 

 

 第２次消費者委員会は、平成 23 年９月の発足以降、各種の消費者問題について精力的に

調査審議を行い、この８月末に任期満了を迎える。この間、建議７本、提言６本、意見 18

本等を発出し、これらを受けて、関係省庁等において制度の見直しや運用の改善が図られる

等、一定の成果をあげてきたところであるが、他方において、継続的な取組・フォローアッ

プ等が必要な事項や、第２次委員会の任期期間中では十分に審議を尽くせなかった問題等も

存在する。 

このため、第２次委員会としては、この９月に発足する第３次委員会においても調査審議

を継続していただきたい主要な課題として、下記の事項を提示する。第３次委員会におかれ

ては、これらの事項についてさらに議論を深め、課題の改善・解決につなげていただくこと

を期待する。 

 

 

記 

 

 

１．速やかに下部組織を立ち上げ、検討を開始・継続することが必要と考えられるもの 

（１）食品表示部会 

l 食品表示法が、本年６月に成立・公布されたことを受けて、新たな表示基準の策定等

にあたっては、消費者庁の諮問を受けて、以下のとおり、充分な調査・審議を実施し

ていくこと。 

・調査・審議にあたっては、必要に応じて、食品表示部会の下に調査会または調査会

に準ずる審議の場を設置すること。 

・今後の検討課題になっている食品表示の問題については、消費者庁との連携の下、

可能なものから、速やかに調査・審議を進めていくこと。 

 

 

（２）新開発食品調査部会 

l 特定保健用食品の認可手続きを滞りなく進めるとともに、審査の合理化・迅速化、審

査内容・手続きの透明化等を図ること。 

 

（３）公共料金等専門調査会 

l 家庭用電気料金等、個別の公共料金の値上げ認可申請に迅速に対応できる体制を整備

すること。 

資料２－６－１ 
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l 公共料金の決定過程における消費者参画の実質的な確保に向けた課題について、各公

共料金等所管省庁の取組のフォローアップを行うとともに、料金の適正性の確保に向

けた各課題（鉄道の加算運賃問題等を含む）についての検討を行うこと。 

 

 

２．これまでの成果を踏まえ、さらに掘り下げた議論を行うことが必要と考えられるもの 

（１）消費者安全行政の強化 

l 消費者事故未然防止のためのリコール情報等の周知徹底策について、関係省庁におけ

る取組状況（特に、美白美容液による白斑問題と製品回収状況等）をしっかり監視す

るとともに、さらに必要な方策（特に流通事業者の責務関連等)を検討すること。 

l 食品リコールの問題について、今般取りまとめられた消費者安全専門調査会の中間整

理を踏まえ、さらに具体的な検討を進めること。 

 

（２）地方消費者行政の活性化・基盤整備 

l 今般取りまとめられた地方消費者行政専門調査会の報告書に盛り込まれた事項の具

体化を後押しするとともに、今後の検討課題とされた、①国・都道府県・市町村の役

割分担の在り方、②国から地方への財政支援の在り方について、引き続き検討を行う

こと。 

 

（３）消費者契約法等の見直し 

l 消費者契約法に関する調査作業チームの報告書やシンポジウム結果等を踏まえ、さら

に具体的な検討を行うため、有識者・消費者・事業者等からなる専門調査会等を立ち

上げ、調査審議を行うこと。 

l あわせて、特定商取引法の「５年後見直し」や、預託法における指定商品制の見直し

の可能性についての検討を行うこと。 

 

（４）情報通信分野における諸課題への対応 

l 電気通信分野における販売勧誘方法の適正化、インターネットを通じた財産被害対策

について、関係省庁の取組を後押しするとともに、消費者保護の強化や発信者情報を

開示するための法制度の在り方について引き続き検討を行うこと。（P） 

l ビッグデータ利活用等の動きを受けた個人情報保護の在り方等に関し、政府全体とし

ての取組状況（※）を踏まえた上で、所要の検討を行うこと。 

 
（※）「世界最先端 IT 国家創造宣言」（平成 25 年６月 14 日閣議決定）では、IT 総合戦略本部の下に設

置予定の新たな検討組織において、個人情報やプライバシー保護に配慮した利活用ルールの明確化
や第三者機関の設置を含む新たな法的措置も視野に入れた制度見直し方針を策定すること等が盛り
込まれている。 

 

 

 

245



 
 

３．フォローアップ案件 

（１）エステ・美容医療 

l 「消費者基本計画」に盛り込まれた、①「医療機関のホームページに関するガイドラ

イン」が遵守されない場合における、表示適正化のための法規制も含めた必要な措置

の検討、②美容医療サービス等に係る事前説明の内容（消費者取引に関する内容を含

む。）やその方法を具体的に示した指針の検討についての実施状況のフォローを行う

こと。 

l フリーペーパー等の美容医療の広告における表示適正化の実効性の担保に関する検

討を行うこと。 

 

（２）有料老人ホーム 

l 「消費者基本計画」に盛り込まれた、①入居一時金についての実態調査、②実態を踏

まえた必要な方策の検討について実施状況のフォローを行うこと。 

 

（３）住宅リフォーム 

l 「消費者基本計画」に盛り込まれた、住宅リフォーム工事の請負契約を締結するに際

し、工事の種別ごとの経費の内訳を明らかにした見積の実施、及び見積書の交付を促

進するための方策の検討や、リフォーム瑕疵保険制度の普及等について実施状況のフ

ォローを行うこと。 

 

（４）詐欺的投資勧誘対策 

l 建議事項である①関係法令の執行強化及び制度整備、②犯行ツールに関する取組の強

化、③消費者への注意喚起及び高齢者の見守りの強化について、実施状況のフォロー

を行うこと。 

 

（５）地方消費者行政 

l 本年８月の建議に盛り込んだ、①市町村の消費者行政体制整備に向けての取組、②地

方消費者行政への継続的財政支援、③「一般準則」の効果の検証について、実施状況

のフォローを行うこと。 

 

４．その他 

（１）消費者基本計画の検証・評価・監視 

l 関係省庁ヒアリング等を通じて現行計画の実施状況をフォローするとともに、消費者

庁と連携・協力の下、新計画の策定に向けた基本的な検討に早期に着手すること。 

 

（２）消費者教育 

l 「消費者教育の推進に関する基本的な方針」に盛り込まれた施策の具体化や各地方自

治体等における実施状況を検証し、消費者教育への取組を後押しすること。 
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（３）規制改革における健康食品の表示をめぐる動向 

l 規制改革におけるいわゆる健康食品の表示をめぐる動向（新たな機能性表示の検討）

等について注視すること。 

 

（４）消費者庁・国民生活センターとの連携 

l 大臣主催の「消費者行政の体制整備のための意見交換会」の中間整理を踏まえ、①消

費者被害に関する情報提供・政策的対応、②国民生活センターによって提起された意

見・要望の政策形成への活用・反映について、両機関と密接に連携・協力を行うこと。 

 

（５）地方消費者委員会、関係団体（消費者団体・経済団体・マスコミ等）との意見交換 

l 地方や関係団体から直接意見を聴取し、「現場」との結びつきの強化を図るため、引

き続き定期的に実施すること。 

 

（６）広報活動の充実 

l 消費者委員会の活動やその成果等について国民の認知度を向上するため、各種の媒体

を通じて積極的な広報を行うこと。 

 

 

 

（以上） 
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